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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

回次 第12期中 第13期中 第14期中 第12期 第13期

会計期間

自　平成18年
１月１日

至　平成18年
６月30日

自　平成19年
１月１日

至　平成19年
６月30日

自　平成20年
１月１日

至　平成20年
６月30日

自　平成18年
１月１日

至　平成18年
12月31日

自　平成19年
１月１日

至　平成19年
12月31日

売上高 （千円） 6,914,772 693,266 4,080,100 7,378,788 1,161,153

経常損失 （千円） 269,291 36,832 112,181 1,374,768 283,734

中間（当期）純利益又は

中間（当期）純損失（△）
（千円） △1,583,668 112,954 △197,587 △4,616,278 185,859

純資産額 （千円） 14,763,945 10,528,038 10,006,272 10,415,396 11,296,718

総資産額 （千円） 18,346,765 12,451,003 14,625,150 13,067,716 16,256,984

１株当たり純資産額 （円） 8,195.11 6,270.15 6,828.80 6,201.28 6,054.05

１株当たり

中間（当期）純利益金額

又は中間（当期）純損失

金額（△）

（円） △1,067.69 67.26 △120.43 △2,856.69 110.45

潜在株式調整後１株当たり

中間（当期）純利益金額
（円） － － － － －

自己資本比率 （％） 80.5 84.1 65.2 79.7 66.7

営業活動によるキャッシュ　

・フロー
（千円） △1,159,985 △129,828 1,941,912 100,289 △959,499

投資活動によるキャッシュ

・フロー
（千円） △1,649,836 40,751 △78,639 △3,701,635 182,791

財務活動によるキャッシュ

・フロー
（千円） △507,847 △265,167 △2,254,530 △2,333,963 △93,578

現金及び現金同等物の

中間（期末）残高
（千円） 10,316,164 7,507,237 6,566,649 7,694,559 6,994,664

従業員数

(外、平均臨時雇用者数)
(名)

51

(4)

35

(3)

225

(159)

40

(2)

226

(149)

（注）１．売上高には、消費税等は含んでおりません。

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、第13期中及び第13期においては潜在株式は

存在するものの希薄化効果を有しないため、また、第12期中及び第12期並びに第14期中は、中間（当期）純損

失であるため記載しておりません。
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(2）提出会社の経営指標等

回次 第12期中 第13期中 第14期中 第12期 第13期

会計期間

自　平成18年
１月１日

至　平成18年
６月30日

自　平成19年
１月１日

至　平成19年
６月30日

自　平成20年
１月１日

至　平成20年
６月30日

自　平成18年
１月１日

至　平成18年
12月31日

自　平成19年
１月１日

至　平成19年
12月31日

売上高又は営業収益 （千円） 206,724 156,665 76,061 247,528 260,616

経常利益又は

経常損失(△）
（千円） △513,690 62,177 △155,489 △832,991 △56,445

中間（当期）純利益又は

中間（当期）純損失（△）
（千円） △1,929,100 12,464 △192,944 △4,758,819 240,407

資本金 （千円） 13,547,535 5,000,000 5,000,000 5,000,000 5,000,000

発行済株式総数 （株） 1,801,685.41 1,801,685.41 1,801,685.00 1,801,685.41 1,801,685.41

純資産額 （千円） 14,490,338 10,360,257 9,586,362 10,344,761 10,884,068

総資産額 （千円） 17,358,885 11,481,656 10,150,977 12,090,433 11,571,088

１株当たり純資産額 （円） 8,043.24 6,170.22 6,864.37 6,159.23 6,079.42

１株当たり

中間（当期）純利益金額

又は中間（当期）純損失

金額（△）

（円） △1,300.58 7.42 △117.60 △2,944.89 142.86

潜在株式調整後１株当たり

中間（当期）純利益金額
（円） － － － － －

１株当たり配当額 （円） － － － － －

自己資本比率 （％） 83.5 90.2 94.5 85.6 94.1

従業員数

(外、平均臨時雇用者数)
（名）

23

(-)

20

(-)

8

(1)　

20

(-)

6

(-)　

（注）１．第13期より営業収益を記載しております。なお、売上高又は営業収益には消費税等は含んでおりません。

　　　２. 潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、第13期中及び第13期においては潜在株式は存在

するものの希薄化効果を有しないため、また、第12期中及び第12期並びに第14期中は、中間（当期）純損失で

あるため記載しておりません。
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２【事業の内容】

　当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社（株式会社トライアイズ）、子会社６社（株式会社トライアイズ

ソリューション、株式会社アイ・エヌ・エー、ＤＴコミュニケーションズ株式会社、ジャパンワイヤレス株式会社等）

で構成されております。

　当中間連結会計期間における事業区分は、創業以来の事業である「ＩＴソリューション事業」と、前連結会計年度に

子会社となりました株式会社アイ・エヌ・エーの「建設コンサルタント事業」との、２つのセグメントとなりまし

た。

　なお、関係会社の異動については「３．関係会社の状況」、セグメント情報につきましては「第５　経理の状況　１．

（１）中間連結財務諸表　注記」に記載の事業の種類別セグメント情報をご覧ください。

３【関係会社の状況】

　当中間連結会計期間において、関係会社につきまして以下の異動がありました。

（1）除外

　　　連結子会社であった株式会社ベストシステムズは当社が所有する全株式を売却したため、関係会社ではなくな　　

　　りました。

 

（2）新規

　　　該当事項はありません。　

　

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況 平成20年６月30日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人）

ＩＴソリューション事業 6（　2）

建設コンサルタント事業 202（149）

全社（共通） 17（　8）

合計 225（159）

（注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、当中間連結会計期間の平均人員を（　）外数で記載しておりま

す。

２．全社（共通）として記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属しているも

のであります。

　

(2）提出会社の状況 平成20年６月30日現在

従業員数（人） 8（1）

（注）　従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、当中間連結会計期間の平均人員を（　）外数で記載しております。

　

（3）労働組合の状況

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は安定しております。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1）業績

当中間連結会計期間における日本経済は、昨年来の米国サブプライムローンの影響・原油を始めとする一次産品価

格の高騰等からの全世界的な景気停滞のなかで厳しさが増幅されております。米国では金融機関に対する信用不安が

起こる一方で、金融機関自体も与信リスク評価を厳格化することから多くの企業で財務的な厳しさが更に追い討ちを

かけております。

このような環境の中、当社グループは、４月に取得株式総数30万株・取得株式総額８億円とする自己株式の取得を

発表致しました。機動的な資本政策の遂行を可能にすると同時に市場で流通する株式数を減らすことで、少しでも株

主の皆様に利益の還元ができればと考えております。又同月、不採算事業であった子会社株式会社ベストシステムズ

の全株式を売却致しました。当社の事業は昨年１月以来純粋持株会社として事業ポートフォリオとしての子会社をグ

ループに取り込むこと、或いは不採算事業は売却することで子会社群を管理・運営することになりました。そして景

気変動の影響を受けにくい企業グループになることを目標としております。その結果として、小さくとも知性を使っ

てその世界ではNo.1となり光る企業グループを目指します。その企業ミッションを達成するには、既存事業の業績拡大

と新規事業ポートフォリオの取得・既存事業ポートフォリオの売却が全てであると認識しております。

 

先ずは、既存事業についてですが、当社の創業以来の事業であるＩＴソリューション事業は前期末に大幅な営業戦

略の見直しを行いました。当社営業は情報漏洩防止ソフトであるオムニトラストの販売に集中し、高速画像配信ソフ

トであるZOOMAの販売は代理店に委譲致しました。この結果、当中間連結会計期間における売上高は536百万円（前

年同期比22.7%減）、営業利益は24百万円（前年同期は営業損失154百万円）となりました。

　上場会社は内部統制報告制度に対応して、その整備・確立が重要な課題となっており、その一環で企業情報のセキュ

リティーに対する意識も相当高まっております。そういう環境の中で正にオムニトラストは上場会社が求めるウェブ

での情報共有に対するセキュリティーという唯一の解であると言っても過言ではないと思っております。

 

もう１つの重要な事業ポートフォリオである建設コンサルタント事業を営む㈱アイ・エヌ・エー（以下INA）です

が、公共投資が大幅に削減される中で、水関連事業に特化していることから同業他社に比較すれば受注状況は悪くな

いと言えると思います。一方で今後の厳しい環境にも耐えうる企業体質を再構築するべく、経費削減委員会・経営戦

略委員会を設置し会社全体が一丸となって取り組んでおります。フレックス制の廃止・全館禁煙・社内美化等直ぐに

できることから積極的に改革を進めております。これらの結果、当中間連結会計期間における売上高は3,543百万円、営

業利益78百万円となりました。

　なお、経費削減の為、８月には本社を現在の文京区内から北区王子神谷駅近辺に移転します。

 

既存事業については、当中間連結会計期間までに結果が出せていない状況ですが、下期以降上期のグループ全体で

の努力の結果が必ず出ると確信しております。 

 

　当中間連結会計期間における当社グループの業績ですが、売上高は4,080百万円（前年同期比488.5％増）になりま

した。前期比約６倍と大幅増加になりました。前連結会計年度末に当社グループに入りましたINAの貢献が非常に大き

かったためです。一方販売費及び一般管理費については、引き続きの経費削減に努め、1,099百万円と前期比約２倍にな

りましたが、従業員数が35人から220人と６倍以上に増加しており、順調に経費削減を進めておりますが、営業ベース

では106百万円の損失（前年同期は営業損失267百万円）になりました。営業外損益ですが、前期好調であった金融収

益が前期に比べ大幅減少したうえに、為替損失・TOB関連費用が発生したことから経常損失が112百万円（前年同期は

経常損失36百万円）になりました。最後に特別損益ですが、特別利益として関係会社株式売却益・子会社における役

員退職慰労引当金戻入益等が17百万円、特別損失として関係会社株式売却損が48百万円発生し、税金等調整前中間純

損失が148百万円（前年同期は税金等調整前中間純利益114百万円）、中間純損失は197百万円（前年同期は中間純利

益112百万円）になりました。業績はボトムラインで損失ということで相当厳しいですが、営業キャッシュフローは、

1,941百万円と大幅に改善しております。全体としては徐々にではありますが業績・財務内容ともに改善方向にあると

認識しております。   
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(2）キャッシュ・フロー

当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、428百万円の支出（前年同期は、354

百万円の支出）により、当中間連結会計期間末には6,566百万円（前年同期比12.5％減）となりました。

　当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果得られた資金は1,941百万円（前年同期は129百万円の支出）となりました。これは、主に税金等調整

前中間純損失148百万円を計上したものの、たな卸資産の減少（220百万円の増加）や前受金・仕入債務の増加（1,127

百万円の増加）、未収消費税等の還付（265百万円）等があったためであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動によって使用した資金は78百万円（前年同期は40百万円の増加）となりました。これは、主に連結子会社

である㈱ベストシステムズを売却（85百万円）したことによるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果使用した資金は2,254百万円（前年同期は265百万円の支出）となりました。これは、主に自己株式の

取得による支出（1,104百万円）、短期借入金の返済による支出（1,000百万円）社債の償還による支出（124百万円）

等によるものであります。
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２【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当中間連結会計期間における生産実績を事業別に示すと、次のとおりであります。

区分

当中間連結会計期間
(自　平成20年１月１日
  至　平成20年６月30日) 前年同期比（％）

金額（千円）

ＩＴソリューション事業 541,370 78.2

　（注）１．金額は、販売価格によっております。

　　　　２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　　　　３．建設コンサルタント事業につきましては、生産実績を定義することが困難であるため、「生産の状況」は　記載し

ておりません。

　

(2）受注状況

　当中間連結会計期間における受注状況を事業別に示すと、次のとおりであります。

区分

当中間連結会計期間
(自　平成20年１月１日
  至　平成20年６月30日)

 前年同期比（％）

受注高（千円） 受注残高（千円） 受注高 受注残高

ＩＴソリューション事業 346,898 1,816 57.3 0.9

建設コンサルタント事業 1,866,048 3,733,807 ― ―

合計 2,212,947 3,735,624 192.6 1,327.6

（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　　　２．建設コンサルタント事業につきましては、当中間連結会計期間より算入しているため、前年同期比の受注高

　　　　　及び受注残高は記載しておりません。

　

(3）販売実績

　当中間連結会計期間における販売実績を事業別に示すと、次のとおりであります。

区分

当中間連結会計期間
(自　平成20年１月１日
  至　平成20年６月30日) 前年同期比（％）

金額（千円）

ＩＴソリューション事業 536,181 77.3

建設コンサルタント事業 3,543,919 ―

合計 4,080,100 588.5

　（注）１．建設コンサルタント事業につきましては、当中間連結会計期間より算入しているため、前年同期比は記載して

おりません。

　（注）２．主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。

相手先

前中間連結会計期間
(自　平成19年１月１日
  至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年１月１日
  至　平成20年６月30日)

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％）

ＩＴソリューション事業     

　　大阪大学 ― ― 78,977 14.7

　　　　　１．建設コンサルタント事業につきましては、いずれの販売先に対する販売実績も総販売実績の10%未満の

ため、記載を省略しております。

２．本表の金額には、消費税等は含まれておりません。
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３【対処すべき課題】

　当中間連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はありません。

４【経営上の重要な契約等】

　当中間連結会計期間において経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

５【研究開発活動】

当社グループの当連結会計期間における研究開発活動の主なものは、ＩＴソリューション事業にかかるものであ

り、以下のとおりであります。

　（ＩＴソリューション事業）

　　当社の子会社である株式会社トライアイズソリューションは、セキュリティー製品「OmniTrust for

  Documents」を富士ゼロックス株式会社の「DocuWorks」に対応させました。これにより、DocuWorksを活用し 

  た図面や台帳などの社内情報をより高いセキュリティ環境にてストレスなく運用することが可能となります。

 

　当中間連結会計期間における研究開発費の総額は34,841千円となっております。
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第３【設備の状況】

１【主要な設備の状況】

　当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

２【設備の新設、除却等の計画】

　当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（1）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 4,700,000

計 4,700,000

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末現在発
行数（株）
（平成20年６月30日）

提出日現在発行数
(株）
（平成20年９月19日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

   普通株式 1,801,685 1,801,685
    大阪証券取引所

  （ヘラクレス市場）

完全議決権株式であり、

権利内容に何ら限定のな

い当社における標準とな

る株式

計 1,801,685 1,801,685 ― ―

（注）「提出日現在発行数」欄には、平成20年９月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の権利行使により

発行された株式数は含まれておりません。
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（2）【新株予約権等の状況】

①　第３回新株予約権

株主総会の特別決議日（平成15年10月10日）

　
中間会計期間末現在
（平成20年６月30日）

提出日の前月末現在
（平成20年８月31日）

新株予約権の数（個） 　　　　     68（注）１ 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 　　　　    680（注）１ 同左

新株予約権の行使時の払込金額（円） 397,000（注）２ 同左

新株予約権の行使期間
平成16年10月12日～

平成21年10月31日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　397,000

資本組入額　　198,500
同左

新株予約権の行使の条件

①　各新株予約権の一部行

使はできないものとす

る。

②　当社と新株予約権者と

の間で締結した新株予約

権割当契約に定めるその

他の条件に違反していな

いこと。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項

　新株予約権の譲渡につい

ては、当社取締役会の承認

を要するものとする。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ― ―

　（注）１．新株予約権１個につき目的となる株式数は10株であります。

２. 新株予約権発行後、当会社普通株式の分割または併合が行われる場合、次の算式により行使価額を調整し、調

整により生ずる１円未満の端数は切り上げるものとする。

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１

分割・併合の比率

      また、新株予約権発行後、時価を下回る価額で新株の発行（新株予約権の行使により新株を発行する場合を

除く）を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げるもの

とする。

　 　 　 　 既発行

株式数
＋

新規発行株式数又は処分株式数×１株当たり払込金額又は譲渡価額

調整後

払込金額
＝
調整前

払込金額
×

１株当たりの時価

既発行株式数＋新規発行又は処分株式数

　　　上記のほか、新株予約権発行後に当会社が他の会社と合併する場合、会社分割を行う場合、資本減少を行う場合、

その他これらの場合に準じ、行使価額の調整を必要とする場合には、合理的な範囲で行使価額は適切に調整さ

れるものとする。
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②　第４回新株予約権

株主総会の特別決議日（平成17年３月29日）

　
中間会計期間末現在
（平成20年６月30日）

提出日の前月末現在
（平成20年８月31日）

新株予約権の数（個） 　　10,000 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 　　10,000 同左

新株予約権の行使時の払込金額（円） 70,161（注） 同左

新株予約権の行使期間
平成17年５月２日～

平成22年４月30日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　70,161

   資本組入額　   35,080.5
同左

新株予約権の行使の条件

①　各新株予約権の一部行

使はできないものとす

る。

②　当社と新株予約権者と

の間で締結した新株予約

権割当契約に定めるその

他の条件に違反していな

いこと。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項

　新株予約権の譲渡につい

ては、当社取締役会の承認

を要するものとする。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ― ―

　（注）新株予約権発行後、当会社普通株式の分割又は併合が行われる場合、次の算式により行使価額を調整し、調整によ

り生ずる１円未満の端数は切り上げるものとする。

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１

分割・併合の比率

　　  また、新株予約権発行後、時価を下回る価額で新株の発行（新株予約権の行使により新株を発行する場合を除く）

を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げるものとする。

　 　 　 　 既発行

株式数
＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後

払込金額
＝
調整前

払込金額
×

１株当たりの時価

        既発行株式数＋新規発行株式数

 　　 上記のほか、新株予約権発行後に当会社が他の会社と合併する場合、会社分割を行う場合、資本減少を行う場合、そ

の他これらの場合に準じ、行使価額の調整を必要とする場合には、合理的な範囲で行使価額は適切に調整されるも

のとする。
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 　　③　第５回新株予約権

株主総会の特別決議日（平成17年６月30日）

　
中間会計期間末現在
（平成20年６月30日）

提出日の前月末現在
（平成20年８月31日）

新株予約権の数（個） 1,200　　　　 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 1,200 同左

新株予約権の行使時の払込金額（円） 95,400 (注） 同左

新株予約権の行使期間
平成19年７月１日～

平成27年６月30日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　95,400

資本組入額　　47,700
同左

新株予約権の行使の条件

①　本新株予約権者は、権利

行使時において当社若し

くは当社子会社の取締役

又は従業員のみの地位を

有していることを要す

る。 ただし、任期満了に

よる退任、定年退職その

他これに準ずる正当な理

由のある場合は、この限

りではない。

 ②　本新株予約権者の相続

　 人は、本新株予約権を行 

   使することができない。

③　当社と本新株予約権者

との間で締結した新株予

約権割当契約に定めるそ

の他の条件に違反してい

ないこと。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項

　本新株予約権の譲渡につ

いては、当社取締役会の承

認を要するものとする。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ― ―

　（注）新株予約権発行後、当会社普通株式の分割又は併合が行われる場合、次の算式により行使価額を調整し、調整によ

り生ずる１円未満の端数は切り上げるものとする。

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１

分割・併合の比率

 　　 上記のほか、新株予約権発行後に当会社が他の会社と合併する場合、株式交換を行い完全親会社となる場合、会社分

割を行う場合、その他これらの場合に準じ、行使価額の調整を必要とする場合には、合理的な範囲で行使価額は適切

に調整されるものとする。
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 　　④　第８回新株予約権

株主総会の特別決議日（平成18年３月29日）

　
中間会計期間末現在
（平成20年６月30日）

提出日の前月末現在
（平成20年８月31日）

新株予約権の数（個） 27,900  同左 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 27,900 同左

新株予約権の行使時の払込金額（円） 　　 　 23,010（注）　 同左

新株予約権の行使期間
平成20年４月１日～

平成28年３月31日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　23,010

資本組入額　　11,505
同左

新株予約権の行使の条件

①　本新株予約権者は、権利

行使時において当社又は

当社子会社の取締役、監

査役又は従業員の地位を

有していることを要す

る。ただし、任期満了によ

る退任、定年退職その他

これに準ずる正当な理由

のある場合は、この限り

ではない。

 ②　本新株予約権者の相続

　 人は、本新株予約権を行 

   使することができない。

③　当社と本新株予約権者

との間で締結した新株予

約権割当契約に定めるそ

の他の条件に違反してい

ないこと。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項

　本新株予約権の譲渡につ

いては、当社取締役会の承

認を要するものとする。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ― ―

　（注）新株予約権発行後、当会社普通株式の分割又は併合が行われる場合、次の算式により行使価額を調整し、調整によ

り生ずる１円未満の端数は切り上げるものとする。

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１

分割・併合の比率

 　　 上記のほか、新株予約権発行後に当会社が他の会社と合併する場合、株式交換を行い完全親会社となる場合、会社分

割を行う場合、その他これらの場合に準じ、行使価額の調整を必要とする場合には、合理的な範囲で行使価額は適切

に調整されるものとする。
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（3）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（4）【発行済株式総数、資本金等の状況】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成20年６月27日

（注）
△0.41 1,801,685 － 5,000,000 － －

　（注）　自己株式の消却による減少であります。

（5）【大株主の状況】

　 平成20年６月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合(％)

エムエルピーエフエスカストディー

(常任代理人　メリルリンチ日本証券株式会社)
東京都中央区日本橋1-4-1 21,386 1.18

クレディ・スイス証券株式会社

証券管理部長　大久保 千恵子
東京都港区六本木1-6-1 9,108 0.50

ノムラインターナショナルピーエルシーアカ

ントジャパンフロウ(F6-910384)
(常任代理人　野村証券株式会社)

東京都中央区日本橋1-9-1 8,347 0.46

清水　豊晴 東京都目黒区 8,100 0.44

小林　律子 埼玉県入間郡越生町 7,378 0.40

平井　克 奈良県生駒市 6,525 0.36

野村證券株式会社

執行役社長兼ＣＥＯ　渡部　賢一
東京都中央区日本橋1-9-1 6,422 0.35

大木　康秀 神奈川県横浜市都筑区 5,847 0.32

山崎　弘之 埼玉県所沢市 5,660 0.31

宗教法人龍穏寺

代表役員　小林　卓苗
埼玉県入間郡越生町大字龍ヶ谷452-1 5,300 0.29

計 ― 84,073 4.61

（注）上記のほか、自己株式が405,147株及び証券保管振替機構名義の株式が2,134株あります。
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（6）【議決権の状況】

①【発行済株式】

　 平成20年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式     405,140
―

権利内容に何ら限定のない当

社における標準となる株式

完全議決権株式（その他）  普通株式   1,351,490 135,149 同上

単元未満株式 普通株式 　　45,055 ― 同上

発行済株式総数 1,801,685　 ― ―

総株主の議決権 ― 132,708 ―

（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が2,134株（議決権213個）含まれておりま

す。

②【自己株式等】

　 平成20年６月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

（自己保有株式）      

 株式会社トライアイズ
東京都渋谷区広尾

一丁目１番39号
405,140 　― 405,140 22.49

計 ― 405,140 　 405,140 22.49

２【株価の推移】

 【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】

月別 平成20年１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 

最高（円） 4,310 3,260 2,770 3,740 4,280 4,070

最低（円） 2,950 2,735 2,330 2,435 3,150 2,630

  （注） 最高・最低株価は大阪証券取引所ヘラクレス市場におけるものであります。

３【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。

(1）新任役員

該当事項はありません

(2）退任役員

役名 職名 氏名 退任年月日

監査役 　 剱持　俊夫 平成20年４月30日

監査役 　 長田　浩司 平成20年４月30日

(3）役職の異動

該当事項はありません。
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第５【経理の状況】

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令第

24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前中間連結会計期間（平成19年１月１日から平成19年６月30日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規則に

基づき、当中間連結会計期間（平成20年１月１日から平成20年６月30日まで）は、改正後の中間連結財務諸表規則

に基づいて作成しております。　

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前中間会計期間（平成19年１月１日から平成19年６月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成20年１月１日から平成20年６月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて

作成しております。　

　

２．監査証明について

　当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成19年１月１日から平成19年６月30日ま

で）の中間連結財務諸表及び前中間会計期間（平成19年１月１日から平成19年６月30日まで）の中間財務諸表につ

いては公認会計士中市俊也及び公認会計士大河原恵史の両氏により中間監査を受け、また、金融商品取引法第193条の

２第１項の規定に基づき、当中間連結会計期間（平成20年１月１日から平成20年６月30日まで）の中間連結財務諸表

及び当中間会計期間（平成20年１月１日から平成20年６月30日まで）の中間財務諸表については、公認会計士中市俊

也及び公認会計士松渕敏朗の両氏により中間監査を受けております。

　なお、当社の監査人は次のとおり交代しております。

　　前中間連結会計期間及び前中間会計期間　　公認会計士　大河原恵史氏

　　当中間連結会計期間及び当中間会計期間　　公認会計士　松渕敏朗氏
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１【中間連結財務諸表等】

（1）【中間連結財務諸表】

①【中間連結貸借対照表】

 　
前中間連結会計期間末

（平成19年６月30日）

当中間連結会計期間末

（平成20年６月30日）

前連結会計年度の

要約連結貸借対照表

（平成19年12月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（資産の部） 　          

Ⅰ　流動資産 　          

１．現金及び預金 　  1,081,650   3,122,977   2,157,233  

２．受取手形及び
売掛金

　  99,648   122,791   278,266  

３．有価証券 　  6,425,586   3,580,171   4,937,430  

４．たな卸資産 　  11,682   1,932,653   2,157,023  

５．繰延税金資産 　  ―   116,262   90,597  

６．その他   443,517   373,340   1,132,229  

貸倒引当金 　  △269,368   △295,899   △362,542  

流動資産合計 　  7,792,716 62.6  8,952,298 61.2  10,390,238 63.9

Ⅱ　固定資産 　          

１．有形固定資産 ※１          

　(1)　土地 　 ―   831,561   831,561   

　(2)　その他 　 21,133   282,141   303,980   

　　有形固定資産合計 　  21,133 0.1  1,113,703 7.6  1,135,542 7.0

２．無形固定資産 　          

(1）のれん 　 ―   1,025,155   1,079,111   

(2）その他 　 10,668   12,847   20,920   

　無形固定資産合計 　  10,668 0.1  1,038,003 7.1  1,100,032 6.8

３．投資その他の資産 　          

(1）投資有価証券 　 4,092,549   2,548,329   2,617,478   

(2) 破産更生債権等 　 6,682,554   654,563   557,113   

(3) 繰延税金資産 　 ―   457,929   517,255   

(4）その他 　 122,857   531,719   513,271   

貸倒引当金 　 △6,279,604   △671,397   △573,947   

投資その他の資産
合計

　  4,618,356 37.1  3,521,144 24.1  3,631,171 22.3

固定資産合計　　 　  4,650,158 37.3  5,672,851 38.8  5,866,746 36.1

Ⅲ　繰延資産 　  8,129 0.1  ― ―  ― ―

資産合計 　  12,451,003 100.0  14,625,150 100.0  16,256,984 100.0
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前中間連結会計期間末

（平成19年６月30日）

当中間連結会計期間末

（平成20年６月30日）

前連結会計年度の

要約連結貸借対照表

（平成19年12月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（負債の部） 　          

Ⅰ　流動負債 　          

１．支払手形及び
買掛金

　  100,726   231,867   272,032  

２．短期借入金 　  50,000   ―   1,106,352  

３．一年以内返済予定
の長期借入金

　  44,130   22,200   ―  

４．一年以内償還予定
の社債

　  200,000   248,000   248,000  

５．未払金 　  860,343   ―   ―  

６．前受金　 　  ―   2,701,149   1,675,691  

７．賞与引当金 　  22,950   134,195   68,388  

８．損害賠償損失
引当金 

　  30,940   30,940   30,940  

９. 受注損失引当金 　  ―   59,228   86,520  

10．その他 ※２  152,983   365,786   457,110  

流動負債合計 　  1,462,073 11.7  3,793,367 25.9  3,945,035 24.3

Ⅱ　固定負債 　          

１．社債 　  400,000   200,000   324,000  

２．長期借入金 　  55,600   11,200   63,600  

３．繰延税金負債 　  229   ―   ―  

４．役員退職慰労
引当金

　  ―   19,000   49,900  

５．退職給付引当金 　  5,062   594,349   576,771  

６. その他　 　  ―   960   960  

固定負債合計 　  460,891 3.7  825,509 5.7  1,015,231 6.2

負債合計 　  1,922,965 15.4  4,618,877 31.6  4,960,266 30.5

 　          

（純資産の部）           

Ⅰ　株主資本 　          

１．資本金 　  5,000,000 40.2  5,000,000 34.2  5,000,000 30.8

２．資本剰余金 　  6,450,147 51.8  5,744,778 39.3  5,745,010 35.3

３．利益剰余金 　  122,016 1.0  △2,666 △0.0  194,920 1.2

４．自己株式 　  △1,102,354 △8.9  △1,205,879 △8.3  △101,349 △0.6

株主資本合計 　  10,469,809 84.1  9,536,231 65.2  10,838,581 66.7

Ⅱ　評価・換算差額等 　          

　その他有価証券評価差
額金

　  △9,405 △0.1  459 0.0  67 0.0

評価・換算差額等
合計

　  △9,405 △0.1  459 0.0  67 0.0

Ⅲ　少数株主持分 　  67,634 0.6  469,580 3.2  458,069 2.8

純資産合計 　  10,528,038 84.6  10,006,272 68.4  11,296,718 69.5

負債純資産合計 　  12,451,003 100.0  14,625,150 100.0  16,256,984 100.0
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②【中間連結損益計算書】

 　

前中間連結会計期間

（自　平成19年１月１日

　　至　平成19年６月30日）

当中間連結会計期間

（自　平成20年１月１日

　　至　平成20年６月30日）

前連結会計年度の
要約連結損益計算書
（自　平成19年１月１日
　　至　平成19年12月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高 　  693,266 100.0  4,080,100 100.0  1,161,153 100.0

Ⅱ　売上原価 　  490,907 70.8  3,086,745 75.6  802,595 69.1

売上総利益 　  202,358 29.2  993,355 24.4  358,557 30.9

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※１  469,599 67.8  1,099,950 27.0  998,960 86.0

営業損失 　  267,240 △38.6  106,595 △2.6  640,402 △55.1

Ⅳ　営業外収益 　          

１．受取利息 　 116,974   41,856   242,748   

２．受取配当金 　 8   572   14   

３．投資有価証券売却益 　 ―   ―   7,860   

４．持分法による投資利益 　 117,920   ―   120,838   

５．不動産賃料収入 　 ―   12,533   ―   

６．その他 　 17,654 252,556 36.5 25,481 80,443 2.0 22,362 393,824 33.9

Ⅴ　営業外費用 　          

１．支払利息 　 7,562   15,510   14,413   

２．社債発行費償却 　 8,129   ―   16,258   

３．投資有価証券売却損 　 2,524   ―   ―   

４．支払手数料 　 ―   25,438   ―   

５．為替差損 　 ―   40,141   ―   

６．その他 　 3,932 22,148 3.2 4,938 86,029 2.1 6,483 37,156 3.2

経常損失 　  36,832 △5.3  112,181 △2.7  283,734 △24.4

Ⅵ　特別利益 　          

１．事業譲渡益 　 41,707   ―   41,707   

２．前期損益修正益 　 117,656   ―   128,305   

３．貸倒引当金戻入益　 　 ―   ―   384,116   

４．役員退職慰労引当金
戻入益

　 ―   10,900   ―   

５．関係会社株式売却益　 　 ―   5,118   ―   

６．その他 　 2,668 162,033 23.4 1,770 17,789 0.4 215 554,345 47.7

Ⅶ　特別損失 　          

１．減損損失 ※２ 6,223   ―   6,223   

２．関係会社株式売却損 　 ―   48,627   55,541   

３．投資有価証券評価損 　 ―   ―   14,956   

４．その他 　 4,064 10,288 1.5 5,253 53,880 1.3 4,064 80,786 7.0

税金等調整前中間
(当期)純利益又は
中間純損失（△）

　  114,911 16.6  △148,272 △3.6  189,824 16.3

法人税、住民税及び
事業税

　 2,119   7,374   4,240   

還付法人税等　　 　 ―   △5,156   ―   

法人税等調整額 　 ― 2,119 0.3 33,530 35,748 0.9 ― 4,240 0.3

少数株主利益又は
少数株主損失(△）

　  △163 0.0  13,566 0.3  △274 0.0

中間(当期)純利益
又は中間純損失(△)

　  112,954 16.3  △197,587 △4.8  185,859 16.0
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③【中間連結株主資本等変動計算書】

前中間連結会計期間（自平成19年１月１日　至平成19年６月30日） 

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年12月31日　残高（千円） 5,000,000 11,211,019 △4,688,376 △1,102,637 10,420,005

中間連結会計期間中の変動額      

欠損填補に伴う資本剰余金の
利益剰余金への振替

 △4,758,819 4,758,819  ―

中間純利益   112,954  112,954

自己株式の取得    △3,078 △3,078

自己株式の処分  △2,052  3,360 1,308

新規連結による減少   △61,381  △61,381

株主資本以外の項目の中間連結

会計期間中の変動額（純額）
    ―

中間連結会計期間中の変動額合計

（千円）
― △4,760,872 4,810,392 282 49,803

平成19年６月30日　残高（千円） 5,000,000 6,450,147 122,016 △1,102,354 10,469,809

 

評価・換算差額等

少数株主持分 純資産合計
その他有価証券
評価差額金

評価・換算差額等
合計

平成18年12月31日　残高（千円） △4,609 △4,609 ― 10,415,396

中間連結会計期間中の変動額     

欠損填補に伴う資本剰余金の
利益剰余金への振替

   ―

中間純利益    112,954

自己株式の取得    △3,078

自己株式の処分    1,308

新規連結による減少     △61,381

株主資本以外の項目の中間連結

会計期間中の変動額（純額）
△4,795 △4,795 67,634 62,839

中間連結会計期間中の変動額合計

（千円）
△4,795 △4,795 67,634 112,642

平成19年６月30日　残高（千円） △9,405 △9,405 67,634 10,528,038

当中間連結会計期間（自平成20年１月１日　至平成20年６月30日） 

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年12月31日　残高（千円） 5,000,000 5,745,010 194,920 △101,349 10,838,581

中間連結会計期間中の変動額      

中間純利益   △197,587  △197,587

自己株式の取得    △1,104,893 △1,104,893

自己株式の処分  △231  363 132

株主資本以外の項目の中間連結

会計期間中の変動額（純額）
     

中間連結会計期間中の変動額合計

（千円）
― △231 △197,587 △1,104,529 △1,302,349

平成20年６月30日　残高（千円） 5,000,000 5,744,778 △2,666 △1,205,879 9,536,231
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評価・換算差額等

少数株主持分 純資産合計
その他有価証券
評価差額金

評価・換算差額等
合計

平成19年12月31日　残高（千円） 67 67 458,069 11,296,718

中間連結会計期間中の変動額     

中間純利益    △197,587

自己株式の取得    △1,104,893

自己株式の処分    132

株主資本以外の項目の中間連結

会計期間中の変動額（純額）
392 392 11,511 11,903

中間連結会計期間中の変動額合計

（千円）
392 392 11,511 △1,290,445

平成20年６月30日　残高（千円） 459 459 469,580 10,006,272

前連結会計年度の連結株主資本等変動計算書（自平成19年１月１日　至平成19年12月31日） 

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年12月31日　残高（千円） 5,000,000 11,211,019 △4,688,376 △1,102,637 10,420,005

連結会計年度中の変動額      

欠損填補に伴う資本剰余金の
利益剰余金への振替

 △4,758,819 4,758,819  ―

当期純利益   185,859  185,859

自己株式の取得    △5,899 △5,899

自己株式の処分　  △707,189  1,007,187 299,997

新規連結による減少　   △61,381  △61,381

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額）

     

連結会計年度中の変動額合計
(千円）

― △5,466,009 4,883,297 1,001,287 418,575

平成19年12月31日　残高（千円） 5,000,000 5,745,010 194,920 △101,349 10,838,581

 

評価・換算差額等

少数株主持分 純資産合計
その他有価証券
評価差額金

評価・換算差額等
合計

平成18年12月31日　残高（千円） △4,609 △4,609 ― 10,415,396

連結会計年度中の変動額     

欠損填補に伴う資本剰余金の
利益剰余金への振替

   ―

当期純利益    185,859

自己株式の取得    △5,899

自己株式の処分　    299,997

新規連結による減少　    △61,381

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額）

4,676 4,676 458,069 462,746

連結会計年度中の変動額合計
(千円）

4,676 4,676 458,069 881,322

平成19年12月31日　残高（千円） 67 67 458,069 11,296,718
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④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

 　

前中間連結会計期間

(自　平成19年１月１日

  至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間

(自　平成20年１月１日

  至　平成20年６月30日)

前連結会計年度の要約連結

キャッシュ・フロー計算書

(自　平成19年１月１日
  至　平成19年12月31日)

区分
注記

番号
金額（千円） 金額（千円） 金額（千円）

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー 　    

税金等調整前中間(当期)純利益又は
中間純損失(△)

　 114,911 △148,272 189,824

減価償却費 　 13,439 15,300 20,793

減損損失 　 6,223 ― 6,223

のれんの償却額 　 ― 53,955 ―

固定資産売却益 　 ― ― △215

固定資産除却損 　 ― 208 ―

貸倒引当金の減少額（△） 　 △33,265 △1,043 △5,689,862

退職給付引当金の増加額 　 2,662 17,578 2,487

賞与引当金の増加額又は減少額(△） 　 △6,500 70,136 △14,023

役員退職慰労引当金の減少額(△)　 　 ― △30,900 ―

製品保証引当金の減少額（△） 　 △5,664 ― △5,664

受注損失引当金の減少額(△) 　 ― △27,292 ―

受取利息及び受取配当金 　 △116,974 △42,429 △242,763

投資有価証券売却益 　 △2,322 ― △10,384

投資有価証券売却損 　 　 2,524 ― 2,524

関係会社株式売却益 　 ― △5,118 ―

関係会社株式売却損 　 ― 48,627 55,541

持分法による投資損益　 　 △117,920 ― △120,838

前期損益修正益 　 △117,656 ― △125,990

支払利息 　 7,562 15,510 14,413

社債発行費償却 　 8,129 ― 16,258

為替差損益 　 △6 36,758 △3,476

事業譲渡益 　 △41,707 ― △41,707

売上債権の減少額又は増加額（△） 　 68,005 △61,630 32,596

破産更生債権等の減少額 　 31,205 550 6,156,645

たな卸資産の減少額 　 61,384 220,134 65,915
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前中間連結会計期間

(自　平成19年１月１日

  至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間

(自　平成20年１月１日

  至　平成20年６月30日)

前連結会計年度の要約連結

キャッシュ・フロー計算書

(自　平成19年１月１日
  至　平成19年12月31日)

区分
注記

番号
金額（千円） 金額（千円） 金額（千円）

仕入債務の増加額又は減少額(△) 　 △275,158 108,862 △305,890

未払金の増加額又は減少額（△） 　 △112,282 17,519 △824,820

前受金の増加額　 　 ― 1,018,286 ―

その他 　 298,951 545,113 △335,546

小計 　 △214,458 1,851,856 △1,157,958

利息及び配当金の受取額 　 116,557 96,180 236,904

利息の支払額 　 △7,239 △9,146 △13,758

法人税等の還付額 　 ― 23,861 ―

法人税等の支払額 　 △24,687 △20,840 △24,687

営業活動によるキャッシュ・フロー 　 △129,828 1,941,912 △959,499

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー 　    

投資有価証券の取得による支出 　 ― ― △600,480

投資有価証券の売却による収入 　 79,580 ― 188,122

定期預金の預け入れによる支出　 　 ― △100,000 ―

定期預金の払い出しよる収入　　 　 ― 100,000 ―

連結の範囲の変更を伴う関係会社株式

の取得による支出
　 ― ― △1,330,752

連結の範囲の変更を伴う関係会社株式

の売却による支出　
　 ― △85,710 ―

関係会社株式の取得による支出 　 ― ― △10,000

関係会社株式の売却による収入 　 ― 10,002 1,962,334

関係会社清算収入　 　 ― 58,314 ―

有形固定資産の取得による支出 　 △8,466 △2,310 △9,081

貸付けによる支出 　 △30,362 △1,500 △31,400

貸付金の回収による収入 　 ― 3,484 6,648

その他 　 ― △60,918 7,400

投資活動によるキャッシュ・フロー 　 40,751 △78,639 182,791
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前中間連結会計期間

(自　平成19年１月１日

  至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間

(自　平成20年１月１日

  至　平成20年６月30日)

前連結会計年度の要約連結

キャッシュ・フロー計算書

(自　平成19年１月１日
  至　平成19年12月31日)

区分
注記

番号
金額（千円） 金額（千円） 金額（千円）

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー 　    

短期借入金の純増減額 　 20,000 △1,000,000 20,000

長期借入れによる収入 　 30,000 ― 30,000

長期借入金の返済による支出 　 △213,398 △23,802 △237,676

社債の償還による支出 　 △100,000 △124,000 △200,000

自己株式の処分による収入 　 1,308 132 299,997

自己株式の取得による支出 　 △3,078 △1,104,893 △5,899

少数株主への配当金の支払額　 　 ― △1,966 ―

財務活動によるキャッシュ・フロー 　 △265,167 △2,254,530 △93,578

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額 　 6 △36,758 3,476

Ⅴ　現金及び現金同等物の減少額（△） 　 △354,238 △428,015 △866,810

Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残高 　 7,694,559 6,994,664 7,694,559

Ⅶ　新規連結による現金及び現金同等物増加額 　 166,915 ― 166,915

Ⅷ　現金及び現金同等物の中間（期末）残高 ※ 7,507,237 6,566,649 6,994,664
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継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況

前中間連結会計期間
(自　平成19年１月１日
  至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年１月１日
  至　平成20年６月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年１月１日
  至　平成19年12月31日)

　当社グループは、前連結会計年度に

おいて、1,099,968千円の営業損失を計
上し、また、当中間連結会計期間にお

いても267,240千円の営業損失を計上
しております。当該状況により、継続

企業の前提に関する重要な疑義が存

在しております。

　当社グループは当該状況を解消すべ

く、以下の諸策を施し、取り組んでお

ります。

 

１．当社グループは、本年より持株会

社体制を敷き、グループ全体の経費

削減に努め、健全な合理化策を採用

すること、併せてグループ会社の育

成に注力し、子会社各社は、それぞ

れの事業に専念する体制とするこ

とによって、収益力のある企業グ

ループになるよう努めます。

 

２．当社グループの中核事業である

ＩＴソリューション事業において

は、新規代理店の獲得と既存代理店

の活性化等による販売方法の見直

しを行うことと、より収益性の高い

商品に引き上げられるよう原価率

の改善を目的に商品構成の見直し

を行うことで、より一層の売上拡大

に努力してまいります。昨年より

ZOOMAラインアップに加えた官公
庁向け商品である「台帳アーカイ

ブソリューション」の販売促進に

注力し、また、企業の社会的責任が

これまで以上に求められる中、ＪＳ

ＯＸの開始もいよいよ来年と迫っ

てきていることもあり、当社グルー

プの取り扱う情報漏洩防止ソフト

の営業展開にも追い風として捉え、

今後の売上向上に努めます。

 

３．方策の一つとして、Ｍ＆Ａを通じ

た事業ポートフォリオの獲得を

図っており、安全性、成長性のある

企業を連結対象子会社としてグ

ループに取り入れることによって、

収益性の向上を含めグループ全体

の業績の底上げを目指します。

 

  当社グループは、前連結会計年度に

おいて、640,402千円の営業損失を計上
し、又、当中間連結会計期間において

も106,595千円の営業損失を計上して
おります。当該状況により、継続企業

の前提に関する重要な疑義が存在し

ております。

  当社グループは当該状況を解消す

べく、以下の諸策を施し、取り組んで

おります。

 

１．当社は純粋持株会社という組織

形態をとっており、事業ポートフォ

リオとしての子会社を取り込むこ

と、或いは不採算事業ポートフォリ

オを売却すること、事業ポートフォ

リオの業績を改善することで業績

を改善するように努めます。

 

２．当社グループの中核事業である

ＩＴソリューション事業において

は、昨年末営業戦略を変更し、今期

は情報漏洩防止ソフトであるオム

ニトラストを中心に営業すること

とし、高速画像配信ソフトである

ZOOMAの販売は代理店に委譲して
おります。ウェブで情報共有する会

社にとって情報漏洩は企業のレ

ピュテーションリスク上極めて重

要であり、オムニトラストの市場は

大きな広がりを見せておりますの

で益々の営業努力を行ってまいり

ます。

 

３．同じく当社グループの中核事業

である建設コンサルタント事業に

おいても、当社の主要顧客である国

土交通省並びに地方自治体からの

受注は減少傾向にありますが、当該

事業は繰り返しではありますが、水

関連に特化していることから競合

他社に対し圧倒的に優位であると

判断しております。従いまして引き

続き得意分野に特化した受注活動

を行うと同時に、受注が減少しても

事業継続できる企業体質を再構築

すべく経費削減・経営戦略の策定

に努力しております。

 

  当社グループは、前連結会計年度に

おいて、1,099,968千円の営業損失を計
上し、また、当連結会計年度において

も640,402千円の営業損失を計上して
おります。当該状況により、継続企業

の前提に関する重要な疑義が存在し

ております。

  当社グループは当該状況を解消す

べく、以下の諸策を施し、取り組んで

おります。

 

１．当社グループは、平成19年度より
持株会社体制を敷き、グループ全体

の経費削減に努め、健全な合理化策

を採用すること、併せてグループ会

社の育成に注力し、子会社各社は、

それぞれの事業に専念する体制と

することによって、収益力のある企

業グループになるよう努めており

ます。

 

２．中核であるＩＴソリューション

事業においては、これまでの営業方

法の分析結果を踏まえ営業戦略の

見直しを行うことに加え、より収益

性の高い商品に引き上げられるよ

う原価率の改善を目的に商品構成

の見直しを行うことで、より一層の

売上拡大に努力してまいります。

　ZOOMAシリーズに関しては、11月
に発表した建設コンサルタント、株

式会社アイ・エヌ・エーとの顧客

シナジー効果を早期に発揮できる

ように、顧客ニーズに関する情報交

換を進めた上で、協業を含めた営業

体制の構築に注力します。また、企

業の社会的責任がこれまで以上に

求められる中、いわゆるＪ-ＳＯＸ法
の適用も迫ってきていることもあ

り、当社グループの取り扱う情報漏

洩防止ソフト「オムニトラスト」

の営業展開にも追い風として捉え、

今後の売上向上に努めます。
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前中間連結会計期間
(自　平成19年１月１日
  至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年１月１日
  至　平成20年６月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年１月１日
  至　平成19年12月31日)

３．方策の一つとして、Ｍ＆Ａを通じ

た事業ポートフォリオの獲得を

図っており、安全性、成長性のある

企業を連結対象子会社としてグ

ループに取り入れることによって、

収益性の向上を含めグループ全体

の業績の底上げを目指します。

 

　以上の方策により、当社グループの

当下半期以降の業績は改善できるも

のと見込まれます。　

　中間連結財務諸表は継続企業を前提

として作成されており、このような重

要な疑義の影響を中間連結財務諸表

には反映しておりません。

４．不採算の事業ポートフォリオは

売却することで業績改善の努力を

しておりますが、当上半期は子会社

株式会社ベストシステムズを売却

致しました。継続的に赤字が続く事

業であり、これによりグループ業績

に対するマイナス要因を払拭する

ことができたと考えております。

 

５．新規事業ポートフォリオの取り

込みに関しては、売上高・純利益と

いう企業実態のある会社で営業権

の償却が利益を超えないことを条

件に検討を行っております。当社の

良好な財務内容に負担となる有利

子負債が大きな事業も回避してお

ります。景気変動の影響を受けない

企業グループになるべく業種に制

約を設けず検討しております。

 

　以上の方策により、当社グループ

の当下半期以降の業績は改善できる

ものと見込まれます。　

　中間連結財務諸表は継続企業を前提

として作成されており、このような重

要な疑義の影響を中間連結財務諸表

には反映しておりません。

３．従来取り組んでいたＭ＆Ａによ

る事業ポートフォリオの獲得とい

うテーマにおいては、平成20年度よ
り建設コンサルタント、株式会社ア

イ・エヌ・エーが連結対象子会社

として売上及び損益に貢献します。

同社事業が、ＩＴソリューション事

業に加え、もう一つの中核事業とし

て安定的な収益力を発揮し、これま

で通り継続的な黒字経営を達成で

きるように、グループとして協力し

ていく所存です。

 

４．上記３．に加え、さらに、Ｍ＆Ａ

を通じた事業ポートフォリオの獲

得を図っており、安全性、成長性の

ある企業を連結対象子会社として

グループに取り入れることによっ

て、収益性の向上を含めグループ全

体の業績の底上げを目指します。

 

　以上の方策により、当社グループの

業績は改善できるものと見込まれま

す。　

　連結財務諸表は継続企業を前提とし

て作成されており、このような重要な

疑義の影響を連結財務諸表には反映

しておりません。
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目
前中間連結会計期間

(自　平成19年１月１日
  至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年１月１日
  至　平成20年６月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年１月１日
  至　平成19年12月31日)

１．連結の範囲に関する事

項

(1）連結子会社の数　４社　

　主要な連結子会社名　　

　　㈱トライアイズソリューショ

ン

　　㈱ベストシステムズ

　　ＤＴコミュニケーションズ㈱

    ジャパンワイヤレス㈱

 ジャパンワイヤレス㈱について

は重要性が増したため、当中間連

結会計期間より連結の範囲に含

めております。

　㈱トライアイズソリューション

については当中間連結会計期間

において商号変更を行っており

ます（旧商号：オムニトラスト

ジャパン㈱）。

(1）連結子会社の数　６社　

　主要な連結子会社名　　

　　㈱トライアイズソリューショ

ン

㈱アイ・エヌ・エー

　　ＤＴコミュニケーションズ㈱

    ジャパンワイヤレス㈱

　　また、㈱ベストシステムズにつ

きましては、当社が保有する株

式をすべて譲渡したことに伴

い、連結の範囲から除外してお

ります。

　

(1) 連結子会社の数　７社

主要な連結子会社の名称

㈱トライアイズソリュー

ション

㈱アイ・エヌ・エー

㈱ベストシステムズ

ＤＴコミュニケーションズ

㈱

ジャパンワイヤレス㈱

　ジャパンワイヤレス㈱について

は重要性が増したため、当連結会

計年度より連結の範囲に含めて

おります。

　㈱トライアイズソリューション

については当連結会計年度にお

いて商号変更を行っております

（旧商号：オムニトラストジャ

パン㈱）。

　㈱アイ・エヌ・エーについて

は、株式を取得したことにより、

当連結会計年度より連結の範囲

に含めております。

 
(2）主要な非連結子会社の名称等

主要な非連結子会社

　ＤＴエレクトロニクス㈱

　ティーアイエスピーシー㈱ 

(2）主要な非連結子会社の名称等

　　　――――――

　

　

(2）主要な非連結子会社の名称等

主要な非連結子会社

ＤＴエレクトロニクス㈱

ティーアイエスピーシー㈱

 
（連結の範囲から除いた理由）

　非連結子会社は、いずれも小規

模であり、合計の総資産、売上高、

中間純損益(持分に見合う額)及び

利益剰余金(持分に見合う額)等

は、いずれも中間連結財務諸表に

重要な影響を及ぼしていないた

めであります。

　

　

（連結の範囲から除いた理由）

　非連結子会社は、いずれも小規

模であり、合計の総資産、売上高、

当期純損益(持分に見合う額)及び

利益剰余金(持分に見合う額)等

は、いずれも連結財務諸表に重要

な影響を及ぼしていないためで

あります。 
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項目
前中間連結会計期間

(自　平成19年１月１日
  至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年１月１日
  至　平成20年６月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年１月１日
  至　平成19年12月31日)

２．持分法の適用に関する

事項

(1) 持分法適用の関連会社数 ２社

　主要な会社名 

  　アジア航測㈱

　　㈱ＨＰＣソリューションズ

　

(1) 持分法適用の関連会社数 

  　　　――――――

(1) 持分法適用の関連会社数 １社

　主要な会社名  

㈱ＨＰＣソリューションズ

 (2）持分法を適用しない非連結子会

社及び関連会社のうち主要な会

社の名称等

　ＤＴエレクトロニクス㈱　

　ティーアイエスピーシー㈱ 

　㈱キューウエーブ

(2）　　　――――――

 

 

　

　

　

(2）持分法を適用しない非連結子会

社及び関連会社のうち主要な会

社の名称等

ＤＴエレクトロニクス㈱

ティーアイエスピーシー㈱

 
（持分法を適用していない理由）

　持分法を適用していない非連結

子会社及び関連会社は、中間純損

益（持分に見合う額）及び利益

剰余金（持分に見合う額）等か

らみて、持分法の対象から除いて

も中間連結財務諸表に及ぼす影

響が軽微であり、かつ、全体とし

ても重要性がないため、持分法の

適用範囲から除外しております。

　　　　  （持分法を適用していない理由)

　持分法を適用していない非連結

子会社及び関連会社は、当期純損

益（持分に見合う額）及び利益

剰余金（持分に見合う額）等か

らみて、持分法の対象から除いて

も連結財務諸表に及ぼす影響が

軽微であり、かつ、全体としても

重要性がないため、持分法の適用

範囲から除外しております。

 
(3）　　　――――――― (3) 前連結会計年度において関連会

社でありました㈱ＨＰＣソ

リューションズは、当中間連結会

計期間において当該株式を売却

したことにより、持分法の適用範

囲から除外しております。

(3) 前連結会計年度において関連会

社でありましたアジア航測㈱は、

当連結会計年度において当該株

式を売却したことにより、持分法

の適用範囲から除外しておりま

す。　　

 
(4) 持分法適用会社のうち、中間決

算日が中間連結決算日と異なる

会社については、各社の中間会計

期間に係る中間財務諸表を使用

しております。 

―――――― (4)持分法適用会社のうち、決算日が

連結決算日と異なる会社につい

ては、各社の事業年度に係る財務

諸表を使用しております。 

３．連結子会社の中間決算

日（決算日）等に関す

る事項

　連結子会社のうち、㈱ベストシス

テムズの中間決算日は４月30日、

ジャパンワイヤレス㈱の中間決算

日は7月31日であります。

　中間連結財務諸表の作成に当たっ

ては、中間連結決算日現在で実施し

た仮決算に基づく中間財務諸表を

使用しております。

　連結子会社のうち、ジャパンワイ

ヤレス㈱の中間決算日は7月31日で

あります。

　中間連結財務諸表の作成に当たっ

ては、中間連結決算日現在で実施し

た仮決算に基づく中間財務諸表を

使用しております。

　連結子会社のうち、㈱ベストシス

テムズの決算日は10月31日、ジャパ

ンワイヤレス㈱の決算日は１月31

日であります。

　連結財務諸表の作成に当たって

は、連結決算日現在で実施した仮決

算に基づく財務諸表を使用してお

ります。
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項目
前中間連結会計期間

(自　平成19年１月１日
  至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年１月１日
  至　平成20年６月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年１月１日
  至　平成19年12月31日)

４．会計処理基準に関する

事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価

方法

① 有価証券

　 

　　　――――――

 

 

満期保有目的の債券

償却原価法（定額法）を採用

しております。

(1) 重要な資産の評価基準及び評価

方法

① 有価証券

売買目的有価証券

時価法（売却原価は移動平均

法により算出）を採用してお

ります。

満期保有目的の債券　

　　　　　同左

(1) 重要な資産の評価基準及び評価

方法

① 有価証券

 

　　　――――――

 

 

満期保有目的の債券

同左

 その他有価証券

　時価のあるもの

  　　中間連結決算日の市場価格

等に基づく時価法（評価差額

は、全部純資産直入法により

処理し、売却原価は、移動平均

法により算定）を採用してお

ります。

その他有価証券

　時価のあるもの

同左

その他有価証券

　時価のあるもの

　　　決算日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は全部純資

産直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算

定）を採用しております。

 　　　時価のないもの 

　　　　移動平均法に基づく原価法を採

用しております。 

　

　　　時価のないもの 

同左

　時価のないもの

同左

 ② たな卸資産

  個別法による原価法を採用し

ております。

　

② たな卸資産

同左

② たな卸資産

同左

 (2）重要な減価償却資産の減価償却

の方法

① 有形固定資産

　定率法によっております。

　なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。

建物及び構築物　 　３～15年

機械装置及び運搬具 ５年

工具器具備品  　　 ４～８年

　

(2）重要な減価償却資産の減価償却

の方法

① 有形固定資産

　定率法（ただし、平成10年４月

１以降に取得した建物（付属設

備を除く）については定額法）

によっております。

　なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。

建物及び構築物　 　５～50年

その他　　　　　　 ２～８年

　

(追加情報）

　当中間連結会計期間より、平成19

年３月31日以前に取得したものに

ついては、償却可能限度額まで償

却が終了した翌年から５年間で均

等償却する方法によっておりま

す。

　なお、これによる損益に与える影

響は軽微であります。　

(2）重要な減価償却資産の減価償却

の方法

① 有形固定資産

　定率法によっております。

　なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。

建物及び構築物　　５～50年

その他　　　　　　２～８年
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項目
前中間連結会計期間

(自　平成19年１月１日
  至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年１月１日
  至　平成20年６月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年１月１日
  至　平成19年12月31日)

 ② 無形固定資産　

  定額法によっております。

　なお、自社利用のソフトウェア

については、社内における見込利

用可能期間（５年）に基づいて

おり、市場販売目的のソフトウェ

アについては、見込有効期間（３

年）における見込販売数量に基

づく償却額と販売可能な残存有

効期間に基づく均等配分額を比

較し、いずれか大きい金額を償却

する方法によっております。

② 無形固定資産　

同左

　

② 無形固定資産　

同左

　

 
(3）重要な引当金の計上基準

① 貸倒引当金

  債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回

収の可能性を検討し、回収不能見

込額を計上しております。

(3）重要な引当金の計上基準

① 貸倒引当金

同左

(3）重要な引当金の計上基準

① 貸倒引当金

同左

 ② 賞与引当金

　従業員の賞与の支給に充てるた

め、支給見込額のうち、当中間連

結会計期間負担額を計上してお

ります。

　

② 賞与引当金

同左　

② 賞与引当金

　従業員の賞与の支給に充てるた

め、支給見込額のうち、当連結会

計年度負担額を計上しておりま

す。

 ③ 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるた

め、当中間連結会計年度末におけ

る退職給付債務の見込額（簡便

法）に基づき、当中間連結会計期

間末において発生していると認

められる額を計上しております。

　

③ 退職給付引当金 

  同左

③ 退職給付引当金 

　従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における退

職給付債務の見込額（簡便法）

に基づき、当連結会計年度末にお

いて発生していると認められる

額を計上しております。

 

 ④ 損害賠償損失引当金  

　海外投資事業の清算に係る現地

出資者からの損害賠償訴訟等に

おける今後の判決又は和解によ

る賠償金の支払いに備え、その経

過等の状況に基づき負担見積額

を計上しております。

　負担見積額については、弁護士

より提出を受けた和解案に基づ

き算出しております。 

　

④ 損害賠償損失引当金  

　　　　　　同左

④ 損害賠償損失引当金  

同左
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項目
前中間連結会計期間

(自　平成19年１月１日
  至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年１月１日
  至　平成20年６月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年１月１日
  至　平成19年12月31日)

  　　 　――――――

　

⑤ 役員退職慰労引当金　

　連結子会社の㈱アイ・エヌ・

エーにおいては、慰労金の支給に

備えるため、将来の支給見込額を

計上しております。　

　

⑤ 役員退職慰労引当金　

同左

   　 　―――――――

    　

⑥ 受注損失引当金

　連結子会社の㈱アイ・エヌ・

エーにおいては、受注案件のう

ち、中間期末時点で将来に損失が

発生する可能性が高いと見込ま

れ、かつ、当該損失額を合理的に

見積もることが可能なものにつ

いては受注損失に備えるため、将

来の損失見込額を計上しており

ます。　

⑥ 受注損失引当金

　連結子会社の㈱アイ・エヌ・

エーにおいては、受注案件のう

ち、期末時点で将来に損失が発生

する可能性が高いと見込まれ、か

つ、当該損失額を合理的に見積も

ることが可能なものについては

受注損失に備えるため、将来の損

失見込額を計上しております。　

 
(4）重要なリース取引の処理方法

  リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっ

ております。

(4）重要なリース取引の処理方法

同左

(4）重要なリース取引の処理方法

同左

 
(5）その他中間連結財務諸表作成の

ための重要な事項

  消費税等の会計処理

  消費税及び地方消費税の会計

処理は税抜方式によっておりま

す。

(5）その他中間連結財務諸表作成の

ための重要な事項

  消費税等の会計処理

同左

(5）その他連結財務諸表作成のため

の重要な事項

  消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処

理は税抜方式によっております。

　なお、控除対象外消費税等は、全

額費用処理しております。

５．中間連結キャッシュ・

フロー計算書（連結

キャッシュ・フロー計算

書）における資金の範囲

  手許現金、要求払預金及び取得日

から３ヶ月以内に満期日の到来す

る流動性の高い、容易に換金可能で

あり、かつ、価値の変動について僅

少なリスクしか負わない短期的な

投資からなっております。

同左 同左
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前中間連結会計期間
（自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

（減価償却の方法の変更） 　　　　　　―――――― （減価償却の方法の変更）

　当中間連結会計期間より、法人税法の

改正に伴い、平成19年４月１日以降取

得の有形固定資産については、改正法

人税法に規定する償却方法により減価

償却費を計上しております。

　なお、これによる損益に与える影響は

軽微であります。

　 　当連結会計年度より、法人税法の改正

に伴い、平成19年４月１日以降取得の

有形固定資産については、改正法人税

法に規定する償却方法により減価償却

費を計上しております。

　なお、これによる損益に与える影響は

軽微であります。

　

表示方法の変更

前中間連結会計期間
（自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

（中間連結貸借対照表）

　「未払金」は、前中間連結会計期間末は、流動負債の「そ

の他」に含めて表示しておりましたが、当中間連結会計期

間末において負債及び純資産の合計額の100分の５を超え

たため区分掲記しました。

　なお、前中間連結会計期間末の「未払金」の金額は

702,578千円であります。

（中間連結貸借対照表）

　「未払金」は、前中間連結会計期間末は、区分掲記してお

りましたが、当中間連結会計期間末において負債及び純資

産の合計額の100分の５以下となったため流動負債の「そ

の他」に含めて表示しております。

　なお、当中間連結会計期間末の「未払金」の金額は

191,920千円であります。

（中間連結損益計算書）

　「社債発行費償却」は、前中間連結会計期間は、営業外費

用の「その他」に含めて表示しておりましたが、当中間連

結会計期間末において、営業外費用の総額の100分の10を

超えたため区分掲記しました。

　なお、前中間連結会計期間末の「社債発行費償却」の金

額は9,076千円であります。

　―――――――
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注記事項

（中間連結貸借対照表関係）

前中間連結会計期間末
(平成19年６月30日)

当中間連結会計期間末
(平成20年６月30日)

前連結会計年度末
(平成19年12月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計額

    93,351千円

　なお、減価償却累計額には減損損失

累計額が含まれております。

※１ 有形固定資産の減価償却累計額

          818,229千円

　なお、減価償却累計額には減損損失

累計額が含まれております。

※１ 有形固定資産の減価償却累計額

            857,274千円

　なお、減価償却累計額には減損損失

累計額が含まれております。

※２ 消費税等の取扱い

　仮払消費税等及び仮受消費税等

は、相殺のうえ、流動資産及び流動

負債の「その他」に含めて計上し

ております。　

※２ 消費税等の取扱い

同左

※２ 　　　 ─────

（中間連結損益計算書関係）

前中間連結会計期間
(自　平成19年１月１日
  至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年１月１日
  至　平成20年６月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年１月１日
  至　平成19年12月31日)

 ※１ 販売費及び一般管理費のうち主

要な費目及び金額は次のとおりで

あります。

給料手当 99,280千円

業務委託費 54,036

支払手数料 61,424

賞与引当金繰入

額
1,651

退職給付費用 2,257

 ※１ 販売費及び一般管理費のうち主

要な費目及び金額は次のとおりで

あります。

給料手当 350,183千円

賞与引当金繰入額 6,098

退職給付費用 38,085

 ※１ 販売費及び一般管理費のうち主

要な費目及び金額は次のとおりで

あります。

給料手当 172,283千円

支払報酬 156,248

支払手数料 116,062

業務委託費 105,166

賞与引当金繰入額 6,576

退職給付費用 2,972

 ※２ 減損損失

 　　 当中間連結会計期間において、当

社グループは以下の資産グループ

について減損損失を計上しまし

た。

場所 種類 金額

 子会社 工具器具備品

 
4,411千円

ソフトウェア 1,812千円

    当社グループは、管理会計上の区

分（製品群別）を基準に資産のグ

ルーピングを行っております。ただ

し、上記資産グループについては、将

来の営業収入で投資額の回収が見込

めないことが判明したものであり、

帳簿価額を回収可能価額まで減額

し、当該減少額を減損損失（6,223千

円）として特別損失に計上しまし

た。

　なお、当資産グループの回収可能価

額は使用価値により測定しており、

その資産から生ずると見込まれる将

来のキャッシュ・フローの現在価値

として評価しております。

 ――――――  ※２ 減損損失

　当連結会計年度において、当社グ

ループは以下の資産グループにつ

いて減損損失を計上しました。

場所 種類 金額

本社及

び子会

社

工具器具備品 4,411千円

ソフトウェア

等
1,812千円

　当社グループは、管理会計上の区分

（製品群別）を基準に資産のグルー

ピングを行っております。ただし、上

記資産については、平成19年１月１

日の事業再編計画に伴う持株会社へ

の移行後、将来の営業収入で投資額

の回収が見込めなくなったものであ

り、帳簿価額を回収可能価額まで減

額し、当該減少額を減損損失（6,223

千円）として特別損失に計上しまし

た。

　なお、当資産グループの回収可能価

額は使用価値により測定しており、

その資産から生ずると見込まれる将

来のキャッシュ・フローの現在価値

として評価しております。
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（中間連結株主資本等変動計算書関係）

 前中間連結会計期間（自平成19年１月１日　至平成19年６月30日）

 １．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数（株）

当中間連結会計期
間増加株式数(株)

当中間連結会計期
間減少株式数(株)

当中間連結会計期
間末株式数（株）

発行済株式     

普通株式 1,801,685.41 ― ― 1,801,685.41

合計 1,801,685.41 ― ― 1,801,685.41

自己株式     

普通株式（注）１、２ 122,129.81 854.70 373.00 122,611.51

合計 122,129.81 854.70 373.00 122,611.51

　（注）１．普通株式の自己株式の増加854.70株は、単元未満株式の買取りによるものであります。

　２．普通株式の自己株式の減少373株は単元未満株式の売渡請求によるものであります。

 ２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

　　 該当事項はありません。

 ３．配当に関する事項

　　 該当事項はありません。

 当中間連結会計期間（自平成20年１月１日　至平成20年６月30日）

 １．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数（株）

当中間連結会計期
間増加株式数(株)

当中間連結会計期
間減少株式数(株)

当中間連結会計期
間末株式数（株）

発行済株式     

普通株式（注）１ 1,801,685.41 ― 0.41 1,801,685.00

合計 1,801,685.41 ― 0.41 1,801,685.00

自己株式     

普通株式（注）２、３ 11,370.91 393,819.50 43.41 405,147.00

合計 11,370.91 393,819.50 43.41 405,147.00

　（注）１．普通株式の発行済株式総数の減少0.41株は、自己端株消却によるものであります。

　　　　２．普通株式の自己株式の株式数の増加393,819.50株は、自己株式の取得によるもの393,340株、単元未満株式　の買取

りによるもの479.50株であります。

　３．普通株式の自己株式の株式数の減少43.41株は、単元未満株式の売渡請求によるもの43株、自己端株消却による

もの0.41株であります。

 ２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

　　 該当事項はありません。

 ３．配当に関する事項

　　 該当事項はありません。

 前連結会計年度（自平成19年１月１日　至平成19年12月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数（株）

当連結会計年度増
加株式数（株）

当連結会計年度減
少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 1,801,685.41 ― ― 1,801,685.41
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前連結会計年度末
株式数（株）

当連結会計年度増
加株式数（株）

当連結会計年度減
少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

合計 1,801,685.41 ― ― 1,801,685.41

自己株式     

普通株式（注）１、２ 122,129.81 1,723.10 112,482.00 11,370.91

合計 122,129.81 1,723.10 112,482.00 11,370.91

　（注）１．普通株式の自己株式の増加1,723.10株は、単元未満株式の買取りによるものであります。

　２．普通株式の自己株式の減少112,482株は、単元未満株式の売渡請求による減少482株、自己株式の処分による減

少112,000株によるものであります。

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

 該当事項はありません。

３．配当に関する事項

該当事項はありません。

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前中間連結会計期間
(自　平成19年１月１日
  至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年１月１日
  至　平成20年６月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年１月１日
  至　平成19年12月31日)

※ 現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係

※ 現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係

※ 現金及び現金同等物の期末残高と

連結貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係

(平成19年６月30日現在) 

現金及び預金勘定 1,081,650千円

取得日から３か月以

内に償還期限の到来

する短期投資（有価

証券）

6,425,586千円

現金及び現金同等物 7,507,237千円

(平成20年６月30日現在) 

現金及び預金勘定 3,122,977千円

有価証券(MMF・CP)

3,543,671千円

預入期間が3ヶ月を超

える定期預金　 △100,000千円

現金及び現金同等物 6,566,649千円

(平成19年12月31日現在)

現金及び預金勘定 2,157,233千円

有価証券(MMF・FFF

・CP)
4,937,430千円

預入期間が3ヶ月を超

える定期預金
△100,000千円

現金及び現金同等物 6,994,664千円
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（リース取引関係）

前中間連結会計期間
（自　平成19年１月１日
　　至　平成19年６月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成20年１月１日
　　至　平成20年６月30日）

前連結会計年度
（自　平成19年１月１日
　　至　平成19年12月31日）

　リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引

（借主側）

　リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引

（借主側）

　リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引

(借主側）

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累

計額相当額、減損損失累計額相当額及び

中間期末残高相当額

　

取得価
額相当
額
（千円）

減価償
却累計
額相当
額
（千円）

減損損
失累計
額相当
額
（千円）

中間期
末残高
相当額
（千円）

有形固

定資産
31,357 15,240 1,683 14,433

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累

計額相当額、減損損失累計額相当額及び

中間期末残高相当額

　

取得価
額相当
額
（千円）

減価償
却累計
額相当
額
（千円）

減損損
失累計
額相当
額
（千円）

中間期
末残高
相当額
（千円）

有形固

定資産

その他

(工具器

具備品)

20,015 10,873 1,683 7,458

無形固

定資産

その他

(ソフト

ウェア)

50,892 10,594 ― 40,297

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累

計額相当額、減損損失累計額相当額及び

期末残高相当額

　

取得価
額相当
額
（千円）

減価償
却累計
額相当
額
（千円）

減損損
失累計
額相当
額
（千円）

期末残
高相当
額
（千円）

有形固

定資産

その他

(工具器

具備品)

42,481 24,353 1,683 16,445

無形固

定資産

その他

(ソフト

ウェア)

　

50,892 5,505 ― 45,386

 (2) 未経過リース料中間期末残高相当額等

未経過リース料中間期末残高相当額 

 (2) 未経過リース料中間期末残高相当額等

未経過リース料中間期末残高相当額 

 (2）未経過リース料期末残高相当額等

未経過リース料期末残高相当額

１年内 7,556千円

１年超     8,635千円

　合計     16,191千円

リース資産減損勘定の残高 1,282千円

１年内      13,990千円

１年超   34,824千円

　合計 48,814千円　

リース資産減損勘定の残高     382千円

１年内 20,384千円

１年超 43,165千円　

　合計 63,550千円　

リース資産減損勘定の残高 833千円　

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩

額、減価償却費相当額、支払利息相当額及

び減損損失

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩

額、減価償却費相当額、支払利息相当額及

び減損損失

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩

額、減価償却費相当額、支払利息相当額及

び減損損失

支払リース料 3,990千円

リース資産減損勘定

の取崩額
445千円

減価償却費相当額 3,284千円

支払利息相当額      305千円

減損損失 ―千円

支払リース料     9,992千円

リース資産減損勘定

の取崩額
   452千円

減価償却費相当額    8,895千円

支払利息相当額        869千円

減損損失 ―千円

支払リース料 7,980千円

リース資産減損勘定

の取崩額
894千円　

減価償却費相当額 6,568千円　

支払利息相当額 548千円　

減損損失 ―千円　

(4）減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零

とする定額法によっております。

(4）減価償却費相当額の算定方法

同左 

(4）減価償却費相当額の算定方法

同左 

(5）利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相

当額の差額を利息相当額とし、各期への配分

方法については、利息法によっております。

(5）利息相当額の算定方法

同左 

(5）利息相当額の算定方法

同左 

EDINET提出書類

株式会社トライアイズ(E05183)

半期報告書

37/69



（有価証券関係）

前中間連結会計期間末（平成19年６月30日現在）

 １．満期保有目的の債券で時価のあるもの

 
中間連結貸借対照表計上額

（千円）
時価（千円） 差額（千円）

(1）国債・地方債等 ― ― ―

(2）社債 2,000,000 2,024,350 24,350

(3）その他 6,425,586 6,425,515 △70

合計 8,425,586 8,449,865 24,279

２．その他有価証券で時価のあるもの

 取得原価（千円）
中間連結貸借対照表計上額

（千円） 
差額（千円）

(1）株式 270 833 563

(2）債券 ― ― ―

国債・地方債等 ― ― ―

社債 ― ― ―

その他 ― ― ―

(3）その他 ― ― ―

合計 270 833 563

３．時価評価されていない主な有価証券の内容

　 中間連結貸借対照表計上額（千円）

その他有価証券

非上場株式 21,500

当中間連結会計期間末（平成20年６月30日現在）

 １．満期保有目的の債券で時価のあるもの

 
中間連結貸借対照表計上額

（千円）
時価（千円） 差額（千円）

(1）国債・地方債等 ― ― ―

(2）社債 2,500,000 2,086,300 △413,700

(3）その他 2,998,355 2,998,240 △115

合計 5,498,355 5,084,540 △413,815

２．その他有価証券で時価のあるもの

 取得原価（千円）
中間連結貸借対照表計上額

（千円） 
差額（千円）

(1）株式 38,113 31,866 △6,247

(2）債券 ― ― ―

国債・地方債等 ― ― ―

社債 ― ― ―

その他 ― ― ―

(3）その他 545,316 545,316 ―

合計 583,430 577,182 △6,247
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３．時価評価されていない主な有価証券の内容

 中間連結貸借対照表計上額（千円）

その他有価証券  

　非上場株式 6,463

　非上場外国債券 10,000

計 16,463

前連結会計年度末（平成19年12月31日現在）

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの

 
連結貸借対照表計上額

（千円）
時価（千円） 差額（千円）

(1）国債・地方債等    

(2）社債 2,500,000 2,308,450 △191,550

(3）その他 2,998,350 2,998,420 69

合計 5,498,350 5,306,870 △191,480

２．その他有価証券で時価のあるもの

 取得原価（千円）
連結貸借対照表計上額

（千円）
差額（千円）

(1）株式 41,198 34,632 △6,566

(2）債券 ― ― ―

国債・地方債等 ― ― ―

社債 ― ― ―

その他 ― ― ―

(3）その他 1,939,080 1,939,080 ―

合計 1,980,278 1,973,712 △6,566

３．時価評価されていない主な有価証券の内容

　 連結貸借対照表計上額（千円）

その他有価証券

非上場株式 17,963
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（デリバティブ取引関係）

　　前中間連結会計期間（自平成19年1月1日　至平成19年６月30日）、当中間連結会計期間（自平成20年1月1日　

至平成20年６月30日）及び前連結会計年度（自平成19年１月１日　至平成19年12月31日）

当社グループはデリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。

（ストック・オプション等関係）

前中間連結会計期間（自平成19年１月１日　至平成19年６月30日）

該当事項はありません。

当中間連結会計期間（自平成20年１月１日　至平成20年６月30日）

該当事項はありません。

　

前連結会計年度（自平成19年１月１日　至平成19年12月31日）

  当連結会計年度において存在したストック・オプションの内容

 
平成15年ストック・オプ
ション
（第３回新株予約権）

平成17年ストック・オプ
ション
（第５回新株予約権）

平成18年ストック・オプ
ション
（第８回新株予約権）

付与対象者の区分及び数

当社取締役　８名

当社従業員　17名 

社外協力者　７名 

当社取締役　９名

当社子会社取締役　

            １名 

当社取締役　４名

 当社従業員　16名

 当社子会社取締役

           　３名

 当社子会社従業員　

             21名

ストック・オプション数 普通株式　7,200株（注）２ 普通株式　35,300株 普通株式　43,980株

付与日 平成15年10月22日 平成17年６月30日 平成18年３月29日

権利確定条件 該当事項なし。

該当事項なし。

行使条件として、本新株予約

権者は、権利行使時において

当社若しくは当社子会社の取

締役又は従業員の地位を有し

ていることを要する。 ただ

し、任期満了による退任、定年

退職その他これに準ずる正当

な理由のある場合は、この限

りではない。

該当事項なし。

行使条件として、本新株予約

権者は、権利行使時において

当社若しくは当社子会社の取

締役、監査役又は従業員の地

位を有していることを要す

る。 ただし、任期満了による

退任、定年退職その他これに

準ずる正当な理由のある場合

は、この限りではない。

対象勤務期間 該当事項なし。 該当事項なし。 該当事項なし。

権利行使期間
平成16年10月12日から平成21

年10月31日 

平成19年７月１日から平成27

年６月30日 

平成20年４月１日から平成28

年３月31日

権利行使価格（円） 39,700 95,400 23,010

公正な評価単価

（付与日）（円）
― ― ―

（注）１．株式数に換算して記載しております。 

２．平成16年６月18日付で株式１株を10株に分割しております。 
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（企業結合等関係）

前中間連結会計期間
（自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

１．共通支配下の取引等関係

(1) 結合当事企業又は対象となった事業

の名称及びその事業の内容、企業結

合の法的形式、結合後企業の名称並

びに取引の目的を含む取引の概要

① 結合当事企業又は対象となった事

業の名称及びその事業の内容

吸収分割会社………当社

 吸収分割承継会社…オムニトラス

トジャパン株式会社

（現株式会社トライア

イズソリューション）

事業の名称…ＺＯＯＭＡ事業部門

事業の内容

（イ）画像データ表示ビューワ及び

画像データ自動変換サーバーの

開発、設計、製造及び販売

（ロ）インターネットを介した電子

的データ通信に関するソフト

ウェア、ハードウェア等の開発、

設計、製作及び販売等

② 企業結合の法的形式

　当社を吸収分割会社、連結子会社

オムニトラストジャパン株式会社

（現株式会社トライアイズソ

リューション）を吸収分割承継会

社とする吸収分割であります。

③ 結合後企業の名称

  オムニトラストジャパン株式会

社（現株式会社トライアイズソ

リューション）

④ 取引の目的を含む取引の概要

当社の持株会社への移行によ

り、より効率的な事業運営体制の

確立を目的として、当社が展開し

ていたＺＯＯＭＡ事業部門を当社

の子会社であるオムニトラスト

ジャパン株式会社（現株式会社ト

ライアイズソリューション）に承

継させたものであります。

(2) 実施した会計処理の概要

　当該会社分割は共通支配下の取

引等に該当するため、移転される

資産及び負債については、当社は

移転損益を認識せず、吸収分割承

継会社においても、移転前に付さ

れた適正な帳簿価額で計上してお

ります。また、連結上は内部取引と

して消去しております。

　　　　　―――――― １．共通支配下の取引等関係

(1）結合当事企業又は対象となった事

業の名称及びその事業の内容、企業

結合の法的形式、結合後企業の名称

並びに取引の目的を含む取引の概要

① 結合当事企業又は対象となった事

業の名称及びその事業の内容

吸収分割会社………当社

 吸収分割承継会社…オムニトラス

トジャパン株式会社

（現株式会社トライア

イズソリューション）

事業の名称…ＺＯＯＭＡ事業部門

事業の内容

（イ）画像データ表示ビューワ及び

画像データ自動変換サーバーの

開発、設計、製造及び販売

（ロ）インターネットを介した電子

的データ通信に関するソフト

ウェア、ハードウェア等の開発、

設計、製作及び販売等

② 企業結合の法的形式

　当社を吸収分割会社、連結子会社

オムニトラストジャパン株式会社

（現株式会社トライアイズソ

リューション）を吸収分割承継会

社とする吸収分割であります。

③ 結合後企業の名称

  オムニトラストジャパン株式会

社（現株式会社トライアイズソ

リューション）

④ 取引の目的を含む取引の概要

当社の持株会社への移行によ

り、より効率的な事業運営体制の

確立を目的として、当社が展開し

ていたＺＯＯＭＡ事業部門を当社

の子会社であるオムニトラスト

ジャパン株式会社（現株式会社ト

ライアイズソリューション）に承

継させたものであります。

(2）実施した会計処理の概要

　当該会社分割は共通支配下の取

引等に該当するため、移転される

資産及び負債については、当社は

移転損益を認識せず、吸収分割承

継会社においても、移転前に付さ

れた適正な帳簿価額で計上してお

ります。また、連結上は内部取引と

して消去しております。
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前中間連結会計期間
（自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

 ２．事業分離関係

(1) 分離先企業の名称、分離した事業の

内容、事業分離を行った主な理由、事

業分離日及び法的形式を含む事業分

離の概要

 ① 分離先企業の名称及び分離した事

業の内容

分離先企業……ビヨンド・コン

ピューティング株

式会社

事業の内容……グリッド関連事業

② 事業分離を行った主な理由

今後の当社グループの事業展開を

図る上で、事業シナジーを明確に期

待し得ない状態であると判断したた

めであります。 

―――――――  ２．事業分離関係

(1）分離先企業の名称、分離した事業の

内容、事業分離を行った主な理由、事

業分離日及び法的形式を含む事業分

離の概要

① 分離先企業の名称及び分離した事

業の内容

分離先企業……ビヨンド・コン

ピューティング株

式会社

事業の内容……グリッド関連事業

② 事業分離を行った主な理由

今後の当社グループの事業展開を

図る上で、事業シナジーを明確に期

待し得ない状態であると判断したた

めであります。 

③ 事業の分離日

平成19年６月29日

 ③ 事業の分離日

平成19年６月29日

④ 法的形式を含む事業分離の概要

分離事業を分離先企業に事業譲渡

 ④ 法的形式を含む事業分離の概要

分離事業を分離先企業に事業譲渡

(2) 実施した会計処理の概要

① 移転損益の金額、移転事業に係る

資産及び負債の適正な帳簿価額並

びにその主な内訳

　  （千円） 

 移転損益 41,707

 移転事業に係る資産

及び負債
 

 資産 28,292

 負債 ―

② 当中間連結会計期間に計上されて

いる分離した事業に係る損益の概

算額

　  （千円） 

売上高 96,458

売上原価 60,932

売上総利益 35,527

営業損失 49,685

 (2）実施した会計処理の概要

① 移転損益の金額、移転事業に係る

資産及び負債の適正な帳簿価額並

びにその主な内訳

　  （千円） 

移転損益 41,707

移転事業に係る資産

及び負債
 

資産 28,292

負債 ―

② 当連結会計年度に計上されている

分離した事業に係る損益の概算額

　  （千円） 

売上高 96,458

売上原価 60,932

売上総利益 35,527

営業損失 49,685
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

前中間連結会計期間（自平成19年１月１日　至平成19年６月30日）

当中間連結会計期間（自平成19年１月１日　至平成19年６月30日）においては、前連結会計年度中に通信サービス

事業を譲渡したことに伴い、ＩＴソリューション事業のみの単一セグメントとなりましたので、事業の種類別セグメ

ント情報の記載を省略しております。

当中間連結会計期間（自平成20年１月１日　至平成20年６月30日）

 
ＩＴソリュー
ション事業
（千円）

建設コンサル
タント事業
（千円）

計（千円）
消去又は全社
（千円）

連結（千円）

売上高      

(1）外部顧客に対する売上高 536,181 3,543,919 4,080,100 ― 4,080,100

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
― ― ― ― ―

計 536,181 3,543,919 4,080,100 ― 4,080,100

営業費用 511,467 3,465,787 3,977,254 209,441 4,186,696

営業利益又は営業損失(△) 24,713 78,132 102,845 (209,441) △106,595

　

前連結会計年度（自平成19年１月１日　至平成19年12月31日）

 
ＩＴソリュー
ション事業
（千円）

建設コンサル
タント事業
（千円）

計（千円）
消去又は全社
（千円）

連結（千円）

売上高      

(1）外部顧客に対する売上高 1,161,153 ― 1,161,153 ― 1,161,153

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
― ― ― ― ―

計 1,161,153 ― 1,161,153 ― 1,161,153

営業費用 1,240,619 ― 1,240,619 560,937 1,801,556

営業利益又は営業損失(△) △79,465 ― △79,465 (560,937) △640,402

（注）１．事業区分の方法

 　　　　 事業は、製品の系列、市場の類似性を考慮して区分しております。

 　　　　

２．各区分の主な製品等

事業区分 主要製品等 

 ＩＴソリューション事業

 画像データ表示ビューワ、セキュリティシステム、画像データ自動変換サー

バー、高セキュリティ文書配信システム、Ｗｅｂ型地図描画エンジン、ネット

ワーク型地図情報システム、移動体位置情報管理システム、情報機器、

 通信機器等 

 建設コンサルタント事業  土木建設事業に関する調査、計画、設計、監理等

　

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用

　
当中間連結
会計期間　
(千円）　

前連結会計年度
（千円）

主な内容

消去又は全社の項目に含めた

配賦不能営業費用の金額 
225,272 560,937 当社の管理部門に係る費用であります
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【所在地別セグメント情報】

前中間連結会計期間（自平成19年１月１日　至平成19年６月30日）、当中間連結会計期間（自平成20年１月１日　

至平成20年６月30日）及び前連結会計年度（自平成19年１月１日　至平成19年12月31日）において、本邦以外の国又

は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。

【海外売上高】

前中間連結会計期間（自平成19年１月１日　至平成19年６月30日）、当中間連結会計期間（自平成20年１月１日　

至平成20年６月30日）及び前連結会計年度（自平成19年１月１日　至平成19年12月31日）において、海外売上高は、

連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。

（１株当たり情報）

　
前中間連結会計期間

(自　平成19年１月１日
  至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年１月１日
  至　平成20年６月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年１月１日
  至　平成19年12月31日)

１株当たり純資産額     6,270円15銭          6,828円80銭 6,054円05銭

１株当たり中間(当期）純利益金

額又は中間純損失金額（△）
     67円26銭   △120円43銭 110円45銭

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益金額 

　潜在株式調整後１株当た

り中間純利益金額につい

ては、潜在株式は存在する

ものの希薄化効果を有し

ないため記載しておりま

せん。

　潜在株式調整後１株当た

り中間純利益金額につい

ては、中間純損失を計上し

ているため記載しており

ません。

　潜在株式調整後１株当た

り当期純利益金額につい

ては、潜在株式は存在する

ものの希薄化効果を有し

ないため記載しておりま

せん。

（注）１株当たり中間（当期）純利益金額又は中間純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前中間連結会計期間

(自　平成19年１月１日
  至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年１月１日
  至　平成20年６月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年１月１日
  至　平成19年12月31日)

１株当たり中間（当期）純利益

又は中間純損失金額
   

中間（当期）純利益又は中間

純損失（△）（千円）
112,954 △197,587 185,859

普通株主に帰属しない金額

（千円）
― ― ―

普通株式に係る中間（当期）

純利益又は中間純損失（△）

（千円）

112,954 △197,587 185,859

期中平均株式数（株） 1,679,445 1,640,632 1,682,763

希薄化効果を有しないため、潜

在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益金額の算定に含

めなかった潜在株式の概要

　新株予約権４種類（新株

予約権の数113,747個）。

　新株予約権４種類（新株

予約権の数39,168個）。

　新株予約権４種類（新株

予約権の数41,747個）。
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（重要な後発事象）

前中間連結会計期間
（自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

　該当事項はありません。 　該当事項はありません。 １．自己株式の取得及び自己株式の公

開買付実施

　当社は、平成20年２月28日開催の取

締役会におきまして、下記の通り自

己株式を取得することを決議致しま

した。

(1) 目的

  当社の資本改善及び株主への利益

の還元、経営環境の変化に対応した

機動的な資本政策を可能にするため

であります。

  (2) 取得する株式の種類

当社普通株式

  (3) 取得する株式の総数

600,000株
  (4) 買付け等の価格

１株につき金2,664円
  (5) 株式の取得価額の総額

1,598,400,000円
  (6) 取得する期間

平成20年２月29日（金曜日）より

平成20年４月10日（木曜日）まで
  (7) その他の事項

　当連結会計年度においてOak 

Pacific Interactive社のモバイル・サー

ビス・プロバイダー事業の譲受契約

締結に伴い、同社に対して自己株式

の処分を行いました。当公開買付は、

当該事業譲受の中止・提携解消を契

機として実施するものです。

（2）【その他】

　　　 該当事項はありません。
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２【中間財務諸表等】

（1）【中間財務諸表】

①【中間貸借対照表】

　 　
前中間会計期間末
（平成19年６月30日）

当中間会計期間末
（平成20年６月30日）

前事業年度末の要約貸借対照表
（平成19年12月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（資産の部） 　          

Ⅰ　流動資産 　          

１．現金及び預金 　 510,624   1,404,129   756,418   

２．売掛金 　 27,410   15,411   17,234   

３．有価証券 　 6,425,586   3,580,171   4,937,430   

４．その他 ※２ 95,789   65,242   835,892   

貸倒引当金 　 △20,386   ―   ―   

流動資産合計 　  7,039,023 61.3  5,064,954 49.9  6,546,975 56.6

Ⅱ　固定資産 　          

１．有形固定資産 ※１          

(1）工具器具備品 　 289   1,550   756   

(2）その他 　 4,468   3,754   4,080   

有形固定資産
合計

　  4,758 0.0  5,305 0.1  4,837 0.0

２．投資その他の
　　資産

　          

(1）投資有価証券 　 2,020,000   2,505,043   2,505,043   

(2）関係会社株式 　 4,333,441   2,485,166   2,576,323   

(3) 関係会社長期貸
付金

　 288,500   533,500   310,000   

(4）破産更生債権等 　 5,971,133   533,662   534,212   

(5）その他 　 84,744   69,226   85,568   

投資損失引当
金

　 △2,383,700   ―   ―   

貸倒引当金 　 △5,884,372   △1,045,881   △991,872   

投資その他の
資産合計

　  4,429,746 38.6  5,080,717 50.0  5,019,275 43.4

固定資産合計 　  4,434,504 38.6  5,086,022 50.1  5,024,113 43.4

Ⅲ　繰延資産 　  8,129 0.1  ― ―  ― ―

資産合計 　  11,481,656 100.0  10,150,977 100.0  11,571,088 100.0
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前中間会計期間末
（平成19年６月30日）

当中間会計期間末
（平成20年６月30日）

前事業年度末の要約貸借対照表
（平成19年12月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（負債の部） 　          

Ⅰ　流動負債 　          

1．一年以内償還予定
の社債 

　 200,000   200,000   200,000   

２．未払金 　 458,596   101,018   124,481   

３．賞与引当金 　 8,432   11,799   8,299   

４．損害賠償損失引
当金 

　 30,940   30,940   30,940   

５．その他
※２
　

18,367   13,858   18,411   

流動負債合計 　  716,336 6.3  357,616 3.5  382,132 3.3

Ⅱ　固定負債 　          

１．社債 　 400,000   200,000   300,000   

２．退職給付引当金 　 5,062   6,997   4,887   

固定負債合計 　  405,062 3.5  206,997 2.0  304,887 2.6

負債合計 　  1,121,399 9.8  564,614 5.5  687,020 5.9

　 　          

（純資産の部） 　          

Ⅰ　株主資本 　          

１．資本金 　  5,000,000 43.5  5,000,000 49.3  5,000,000 43.2

２．資本剰余金 　          

(1）その他資本
剰余金

　 6,450,147   5,744,778   5,745,010   

資本剰余金合計 　  6,450,147 56.2  5,744,778 56.6  5,745,010 49.7

３．利益剰余金 　          

(1）その他利益
剰余金

　          

繰越利益剰余
金

　 12,464   47,463   240,407   

利益剰余金合計 　  12,464 0.1  47,463 0.5  240,407 2.1

４．自己株式 　  △1,102,354 △9.6  △1,205,879 △11.9  △101,349 △0.9

株主資本合計 　  10,360,257 90.2  9,586,362 94.5  10,884,068 94.1

純資産合計 　  10,360,257 90.2  9,586,362 94.5  10,884,068 94.1

負債純資産合計 　  11,481,656 100.0  10,150,977 100.0  11,571,088 100.0
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②【中間損益計算書】

　 　
前中間会計期間

(自　平成19年１月１日
  至　平成19年６月30日)

当中間会計期間
(自　平成20年１月１日
  至　平成20年６月30日)

前事業年度の要約損益計算書
(自　平成19年１月１日
  至　平成19年12月31日)

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ　営業収益
※１
　

 156,665 100.0  76,061 100.0  260,616 100.0

売上総利益 　  156,665 100.0  76,061 100.0  260,616 100.0

Ⅱ　一般管理費 　  206,630 131.9  211,399 277.9  554,185 212.6

営業損失 　  49,965 △31.9  135,337 △177.9  293,569 △112.6

Ⅲ　営業外収益 ※２  130,020 83.0  52,585 69.1  267,469 102.6

Ⅳ　営業外費用 ※３  17,876 11.4  72,738 95.6  30,345 11.7

経常利益又は
経常損失（△）

　  62,177 39.7  △155,489 △204.4  △56,445 △21.7

Ⅴ　特別利益 ※４  57,302 36.6  19,393 25.5  554,580 212.8

Ⅵ　特別損失 ※５  106,410 67.9  56,243 74.0  256,517 98.4

税引前中間(当期)
純利益又は
中間純損失(△)

　  13,069 8.4  △192,339 △252.9  241,617 92.7

法人税、住民税及び
事業税

　 605   605   1,210   

法人税等調整額 　 ― 605 0.4 ― 605 0.8 ― 1,210 0.5

中間(当期)純利益又
は中間純損失（△）

　  12,464 8.0  △192,944 △253.7  240,407 92.2
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③【中間株主資本等変動計算書】

前中間会計期間（自平成19年１月１日　至平成19年６月30日）

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計
その他資本
剰余金

資本剰余金
合計

その他利益
剰余金 利益剰余金

合計繰越利益
剰余金

平成18年12月31日　残高（千円） 5,000,000 11,211,019 11,211,019 △4,758,819 △4,758,819 △1,102,637 10,349,562

中間会計期間中の変動額        

欠損填補に伴う資本剰余金の
利益剰余金への振替

 △4,758,819 △4,758,819 4,758,819 4,758,819  ―

中間純利益    12,464 12,464  12,464

自己株式の取得      △3,078 △3,078

自己株式の処分  △2,052 △2,052   3,360 1,308

株主資本以外の項目の中間

会計期間中の変動額（純額）
       

中間会計期間中の変動額合計

（千円）
― △4,760,872 △4,760,872 4,771,284 4,771,284 282 10,695

平成19年６月30日　残高（千円） 5,000,000 6,450,147 6,450,147 12,464 12,464 △1,102,354 10,360,257

 

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証
券評価差額金

評価・換算差
額等合計

平成18年12月31日　残高（千円） △4,801 △4,801 10,344,761

中間会計期間中の変動額    

欠損填補に伴う資本剰余金の

利益剰余金への振替
  ―

中間純利益   12,464

自己株式の取得   △3,078

自己株式の処分   1,308

株主資本以外の項目の中間会計

期間中の変動額（純額）
4,801 4,801 4,801

中間会計期間中の変動額合計

（千円）
4,801 4,801 15,496

平成19年６月30日　残高（千円） ― ― 10,360,257

当中間会計期間（自平成20年１月１日　至平成20年６月30日）

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計
その他資本
剰余金

資本剰余金
合計

その他利益
剰余金 利益剰余金

合計繰越利益

剰余金

平成19年12月31日　残高（千円） 5,000,000 5,745,010 5,745,010 240,407 240,407 △101,349 10,884,068

中間会計期間中の変動額        

中間純利益    △192,944 △192,944  △192,944

自己株式の取得      △1,104,893 △1,104,893

自己株式の処分  △231 △231   363 132

株主資本以外の項目の中間会計
期間中の変動額（純額）

       

中間会計期間中の変動額合計
（千円）

― △231 △231 △192,944 △192,944 △1,104,529 △1,297,705
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株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計
その他資本
剰余金

資本剰余金
合計

その他利益
剰余金 利益剰余金

合計繰越利益

剰余金

平成20年６月30日　残高（千円） 5,000,000 5,744,778 5,744,778 47,463 47,463 △1,205,879 9,586,362

 

 

　純資産合計

 
 

平成19年12月31日　残高（千円） 10,884,068

中間会計期間中の変動額  

中間純利益 △192,944

自己株式の取得 △1,104,893

自己株式の処分 132

株主資本以外の項目の中間会計

期間中の変動額（純額）
 

中間会計期間中の変動額合計

（千円）
△1,297,705

平成20年６月30日　残高（千円） 9,586,362

前事業年度の株主資本等変動計算書（自平成19年１月１日　至平成19年12月31日）

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 株主資本合計
その他資本
剰余金

資本剰余金
合計

その他利益
剰余金

利益剰余金
合計

平成18年12月31日　残高（千円） 5,000,000 11,211,019 11,211,019 △4,758,819 △4,758,819 △1,102,637 10,349,562

事業年度中の変動額        

欠損填補に伴う資本剰余金の
利益剰余金への振替 

 △4,758,819 △4,758,819 4,758,819 4,758,819  ―

当期純利益    240,407 240,407  240,407

自己株式の取得      △5,899 △5,899

自己株式の処分　  △707,189 △707,189   1,007,187 299,997

株主資本以外の項目の事業年度
中の変動額（純額）

       

事業年度中の変動額合計
（千円）

― △5,466,009 △5,466,009 4,999,227 4,999,227 1,001,287 534,505

平成19年12月31日　残高（千円） 5,000,000 5,745,010 5,745,010 240,407 240,407 △101,349 10,884,068

 

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証
券評価差額金

評価・換算差
額等合計

平成18年12月31日　残高（千円） △4,801 △4,801 10,344,761

事業年度中の変動額    

欠損填補に伴う資本剰余金の利
益剰余金への振替

  ―

当期純利益   240,407

自己株式の取得   △5,899

自己株式の処分　   299,997
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評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証
券評価差額金

評価・換算差
額等合計

株主資本以外の項目の事業年度
中の変動額（純額）

4,801 4,801 4,801

事業年度中の変動額合計
（千円）

4,801 4,801 539,307

平成19年12月31日　残高（千円） ― ― 10,884,068
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継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況

前中間会計期間
(自　平成19年１月１日
  至　平成19年６月30日)

当中間会計期間
(自　平成20年１月１日
  至　平成20年６月30日)

前事業年度
(自　平成19年１月１日
  至　平成19年12月31日)

 　当社は、前事業年度において、

760,361千円の営業損失を計上し、ま
た、当中間会計期間においても49,965
千円の営業損失を計上しております。

当該状況により、継続企業の前提に関

する重要な疑義が存在しております。

　当社は当該状況を解消すべく、以下

の諸策を施し、取り組んでおります。

 

 １. 当社は、当社で営んでいたＺＯＯ
ＭＡ事業を子会社である株式会社

トライアイズソリューションに継

承させており、同社はＺＯＯＭＡと

情報漏洩防止ソフトとの二本立て

の事業を柱とし、そのシナジー効果

を活かしながら、売上拡大による業

績改善を図っております。一方、管

理業務は持株会社である当社で業

務受託しており、グループとしての

効率性の向上に努めております。当

社は、そうした子会社からの経営指

導料並びに業務委託料、手元資金の

運用益を収入源とするより安定し

た経営体制の構築を図っておりま

す。

 

２. 当社は、各子会社からの配当金収
入を見込める収益力のある企業グ

ループになるよう、持株会社として

グループ全体の経費削減に努め、子

会社の業績管理を行い、効率的な事

業経営を推進し、併せてグループ会

社の育成に注力してまいります。

 

３. 当社は、当社グループの事業多角
化・拡大化を目指して、子会社とな

り得る優良な事業ポートフォリオ

の獲得に努めております。当社の手

元資金を有効に活用し、収益性の高

い事業子会社をグループに取り込

むことによって、配当金収入の拡大

を図ります。

 　当社は、前事業年度において、

293,569千円の営業損失を計上し、ま
た、当中間会計期間においても135,337
千円の営業損失を計上しております。

当該状況により、継続企業の前提に関

する重要な疑義が存在しております。

　当社は当該状況を解消すべく、以下

の諸策を施し、取り組んでおります。

 

 １. 当社は、株式会社アイ・エヌ・
エーを除き当社グループ会社の管

理業務を業務受託しており、グルー

プとしての効率性の向上に努めて

おります。また、株式会社アイ・エ

ヌ・エーに対しては、収益性を向上

するために、経費削減および今後の

事業展開について提案をしており

ます。当社は、そうした子会社から

の経営指導料並びに業務委託料、手

許資金の運用益を収入源とする、よ

り安定した経営体制の構築を図っ

ております。

 

２. 当社は、各子会社からの配当金収
入を見込める収益力のある企業グ

ループになるよう、持株会社として

グループ全体の経費削減に努め、子

会社の業績管理を行い、効率的な事

業経営を推進し、併せてグループ会

社の育成に注力してまいります。

 

３. 当社は、当社グループの事業多角
化・拡大化を目指して、子会社とな

り得る優良な事業ポートフォリオ

の獲得に努めております。当社の手

元資金を有効に活用し、収益性の高

い事業子会社をグループに取り込

むことによって、配当金収入の拡大

を図ります。

　当社は、前事業年度において、760,361
千円の営業損失を計上し、また、当事

業年度においても293,569千円の営業
損失を計上しております。当該状況に

より、継続企業の前提に関する重要な

疑義が存在しております。

　当社は当該状況を解消すべく、以下

の諸策を施し、取り組んでおります。

 

１．当社は、当社で営んでいたＺＯＯ

ＭＡ事業を子会社である株式会社

トライアイズソリューションに継

承させており、同社はＺＯＯＭＡと

情報漏洩防止ソフトとの二本立て

の事業を柱とし、そのシナジー効果

を活かしながら、売上拡大による業

績改善を図っております。一方、管

理部分は持株会社である当社で業

務受託しており、グループとしての

効率性の向上に努めております。当

社は、そうした子会社からの経営指

導料並びに業務委託料、手許資金の

運用益を収入源とする、より安定し

た経営体制の構築を図っておりま

す。

 

２．当社は、各子会社からの配当金収

入を見込める収益力のある企業グ

ループになるよう、持株会社として

グループ全体の経費削減に努め、子

会社の業績管理を行い、効率的な事

業経営を推進し、併せてグループ会

社の育成に注力してまいります。

 

３．当社は、当社グループの事業多角

化・拡大化を目指して、子会社とな

り得る優良な事業ポートフォリオ

の獲得に努めております。当社の手

許資金を有効に活用し、収益性の高

い事業子会社をグループに取り込

むことによって、配当金収入の拡大

を図ります。
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前中間会計期間
(自　平成19年１月１日
  至　平成19年６月30日)

当中間会計期間
(自　平成20年１月１日
  至　平成20年６月30日)

前事業年度
(自　平成19年１月１日
  至　平成19年12月31日)

 現在は厳しい営業状況が続いてい

る子会社群ではありますが、上記の諸

策により、グループ全体の営業状況を

好転させ、今後は各子会社の営業利益

からの配当金収入により、安定的且つ

継続的に利益計上していくことに努

めます。

 

　以上の方策により当社の当下半期以

降の業績は改善できるものと見込ま

れます。

　中間財務諸表は継続企業を前提とし

て作成されており、このような重要な

疑義の影響を中間財務諸表には反映

しておりません。

４. 上述の事業多角化・拡大化の一　　
端として、当連結会計年度より建設

コンサルタント、株式会社アイ・エ

ヌ・エーが子会社として当社グ

ループに参入しております。

　同社は、建設コンサルティング業

界の中にあって、ダム・河川・海岸

等の水関連事業に優位性をもった

会社であります。今後、同社が当社

グループの中で安定した収益基盤

となり、当社にとっては配当金収入

の機会増大につながることを期待

しております。

 

　上記の諸策により、グループ全体の

営業状況を好転させ、今後は各子会社

からの配当金収入により、安定的且つ

継続的に利益計上していくことに努

めます。

　以上の方策により当社の当下半期以

降の業績は改善できるものと見込ま

れます。

　中間財務諸表は継続企業を前提とし

て作成されており、このような重要な

疑義の影響を中間財務諸表には反映

しておりません。　

４．上述の事業多角化・拡大化の一

端として、平成20年より建設コンサ
ルタント、株式会社アイ・エヌ・

エーが子会社として当社グループ

に参入することとなりました。

　同社は、建設コンサルタント業界

の中にあって、ダム・河川・海岸等

の水関連事業に優位性をもった会

社であります。今後、同社が当社グ

ループの中で安定した収益基盤と

なり、当社にとって配当金収入の機

会増大が期待されます。

 

　上記の諸策により、グループ全体の

営業状況を好転させ、今後は各子会社

の営業利益からの配当金収入により、

安定的且つ継続的に利益計上してい

くことに努めます。

　以上の方策により、当社の来期以降

の業績は改善できるものと見込まれ

ます。

　財務諸表は継続企業を前提として作

成されており、このような重要な疑義

の影響を財務諸表には反映しており

ません。
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項

項目
前中間会計期間

(自　平成19年１月１日
  至　平成19年６月30日)

当中間会計期間
(自　平成20年１月１日
  至　平成20年６月30日)

前事業年度
(自　平成19年１月１日
  至　平成19年12月31日)

１．資産の評価基準及び評価

方法

(1）有価証券

――――――

 

 

 

満期保有目的の債券

償却原価法（定額法）を採

用しております。

(1）有価証券

　　売買目的有価証券

　　　時価法（売却原価は、移動平均

法により算定）を採用してお

ります。

満期保有目的の債券

　　　同左

(1）有価証券

――――――

　

 

　　　 

満期保有目的の債券

同左

　 子会社株式及び関連会社株式

　　　 移動平均法による原価法を

    採用しております。

子会社株式及び関連会社株式

同左

子会社株式及び関連会社株式

同左

　 その他有価証券

時価のあるもの

 中間会計期間末日の市場

価格等に基づく時価法（評

価差額は、全部純資産直入法

により処理し、売却原価は移

動平均法により算出）

―――――――

　

　

     その他有価証券

    時価のあるもの

―――――――

　(2）たな卸資産

　個別法による原価法を採用して

おります。

―――――――

　

―――――――

　

２．固定資産の減価償却の方

法

(1）有形固定資産

定率法によっております。

　なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。

 建物　　　　　８～15年

 工具器具備品　５～８年

(1）有形固定資産

定率法によっております。

　なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。

 建物　　　　　８～15年

 工具器具備品　５～８年

（追加情報）

　当中間会計期間より、平成19

年３月31日以前に取得したもの

につきましては、償却可能限度

額まで償却が終了した翌年から

５年間の均等償却する方法によ

っております。

　なお、これによる損益に与え

る影響はありません。　 

(1）有形固定資産

  定率法によっております。

  なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。

建物      　　８～15年

工具器具備品　５～８年

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備え

るため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収

の可能性を検討し、回収不能見込

額を計上しております。

(1）貸倒引当金

同左

(1）貸倒引当金

同左

 (2) 投資損失引当金

　子会社株式の価値の減少に備え

るため、子会社の財政状態の実状

を勘案した必要額を計上してお

ります。

（2）　　　――――――

　

（2）　　　　――――――
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項目
前中間会計期間

(自　平成19年１月１日
  至　平成19年６月30日)

当中間会計期間
(自　平成20年１月１日
  至　平成20年６月30日)

前事業年度
(自　平成19年１月１日
  至　平成19年12月31日)

 (3) 賞与引当金

　従業員の賞与の支給に充てるた

め、支給見込額のうち、当中間会

計期間負担額を計上しておりま

す。

 

(3) 賞与引当金

　　　　　　同左

(3) 賞与引当金

　従業員の賞与の支給に充てるた

め、支給見込額のうち、当事業年

度負担額を計上しております。

 

 (4) 退職給付引当金

  従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職給

付債務の見込額（簡便法）に基

づき、当中間会計期間末において

発生していると認められる額を

計上しております。

(4) 退職給付引当金

 　　　　同左

(4) 退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職給

付債務の見込額（簡便法）に基

づき、当事業年度末において発生

していると認められる額を計上

しております。

　

 (5) 損害賠償損失引当金

　海外投資事業の清算に係る現地

出資者からの損害賠償訴訟等に

おける今後の判決又は和解によ

る賠償金の支払いに備え、その経

過等の状況に基づき負担見積額

を計上しております。

　負担見積額については、弁護士

より提出を受けた和解案に基づ

き算出しております。

(5) 損害賠償損失引当金

　　　　　同左

(5) 損害賠償損失引当金

同左

４．リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準

じた会計処理によっております。

同左 同左

５．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項

消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理

は税抜方式によっております。

消費税等の会計処理

同左

 消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理

は税抜方式によっております。

　なお、控除対象外消費税等は、全額

費用処理しております。
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前中間会計期間
（自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日）

当中間会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

（減価償却の方法の変更） ―――――― （減価償却の方法の変更）

　当中間会計期間より、法人税法の改正

に伴い、平成19年４月１日以降取得の

有形固定資産については、改正法人税

法に規定する償却方法により減価償却

費を計上しております。

　なお、これによる損益に与える影響は

軽微であります。

 　当事業年度より、法人税法の改正に伴

い、平成19年４月１日以降取得の有形

固定資産については、改正法人税法に

規定する償却方法により減価償却費を

計上しております。

　なお、これによる損益に与える影響は

軽微であります。

表示方法の変更

前中間会計期間
（自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日）

当中間会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

（中間貸借対照表）

 前中間会計期間まで区分掲記しておりました「立替

金」（当中間会計期間末の残高は7,634千円）は、当中間会

計期間末において資産の総額の100分の５以下となったた

め、流動資産の「その他」に含めて表示しております。

　

――――――――
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注記事項

（中間貸借対照表関係）

前中間会計期間末
(平成19年６月30日)

当中間会計期間末
(平成20年６月30日)

前事業年度末
(平成19年12月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計額

 　　　　　　　　   　　36,259千円

　　なお、減価償却累計額には減損

　損失累計額が含まれております。

※１ 有形固定資産の減価償却累計額

 　　　　　　　　  　   37,278千円

　　なお、減価償却累計額には減損

　損失累計額が含まれております。

※１ 有形固定資産の減価償却累計額

 　　　　　 　          36,591千円

　　なお、減価償却累計額には減損

　損失累計額が含まれております。

※２ 消費税等の取扱い

仮払消費税等及び仮受消費税等

は、相殺のうえ、流動負債の「その

他」に含めて計上しております。

※２ 消費税等の取扱い

仮払消費税等及び仮受消費税等

は、相殺のうえ、流動資産の「その

他」に含めて計上しております。

※２ 　　　 ─────
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（中間損益計算書関係）

前中間会計期間
(自　平成19年１月１日
  至　平成19年６月30日)

当中間会計期間
(自　平成20年１月１日
  至　平成20年６月30日)

前事業年度
(自　平成19年１月１日
  至　平成19年12月31日)

 ※１ 当社は平成19年１月１日に会社

分割を実施し、ソフトウェア部門

のＺＯＯＭＡ事業を子会社に移管

し、純粋持株会社に移行いたしま

した。同日以降に発生した子会社

に対する経営指導料は営業収益に

計上し、費用項目を一般管理費に

計上しております。

 ※１　　　 ─―────  ※１ 当社は平成19年１月１日に会社

分割を実施し、ソフトウェア部門

のＺＯＯＭＡ事業を子会社に移管

し、純粋持株会社に移行いたしま

した。同日以降に発生した子会社

に対する経営指導料は営業収益に

計上し、費用項目を一般管理費に

計上しております。

※２ 営業外収益のうち主要なものは

次のとおりであります。

有価証券利息 115,700千円

受取利息    3,568

※２ 営業外収益のうち主要なものは

次のとおりであります。

有価証券利息   39,025千円

受取利息      5,394

有価証券運用益　 　　4,579

※２ 営業外収益のうち主要なものは

次のとおりであります。

有価証券利息   239,690千円

受取利息     7,886

※３ 営業外費用のうち主要なものは

次のとおりであります。

支払利息  637千円

社債利息      5,041

社債発行費償却 8,129

※３ 営業外費用のうち主要なものは

次のとおりであります。

為替差損   40,141千円

支払手数料 　   25,438

※３ 営業外費用のうち主要なものは

次のとおりであります。

支払利息 637千円

社債利息 10,007

社債発行費償却　  16,258

※４ 特別利益のうち主要なものは次

のとおりであります。

前期損益修正益 56,548千円

※４ 特別利益のうち主要なものは次

のとおりであります。

関係会社株式売却

益
   18,843千円

※４ 特別利益のうち主要なものは次

のとおりであります。

関係会社株式売却

益
  428,604千円

※５ 特別損失のうち主要なものは次

のとおりであります。

貸倒引当金繰入額

 
 29,703千円

投資損失引当金繰

入額 
73,700

※５ 特別損失のうち主要なものは次

のとおりであります。

貸倒引当金繰入額

 
   54,558千円

※５ 特別損失のうち主要なものは次

のとおりであります。

関係会社株式評

価損
  238,554千円

  ６ 減価償却実施額

有形固定資産       360千円

  ６ 減価償却実施額

有形固定資産       687千円

６ 減価償却実施額

有形固定資産     896千円
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（中間株主資本等変動計算書関係）

前中間会計期間（自平成19年１月１日　至平成19年６月30日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

　
前事業年度末株式数

(株）

当中間会計期間増加

株式数（株）

当中間会計期間減少

株式数（株）

当中間会計期間末株

式数（株）

普通株式 122,129.81 854.70 373.00 122,611.51

合計 122,129.81 854.70 373.00 122,611.51

（注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加854.70株は、単元未満株式の買取りによるものであります。

２．普通株式の自己株式の株式数の減少373株は、単元未満株式の売渡請求によるものであります。

当中間会計期間（自平成20年１月１日　至平成20年６月30日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

　
前事業年度末株式数

(株）

当中間会計期間増加

株式数（株）

当中間会計期間減少

株式数（株）

当中間会計期間末株

式数（株）

普通株式 11,370.91 393,819.50 43.41 405,147.00

合計 11,370.91 393,819.50 43.41 405,147.00

（注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加393,819.50株は、自己株式の取得によるもの393,340株、単元未満株式の買取

りによるもの479.50株であります。

２．普通株式の自己株式の株式数の減少43.41株は、単元未満株式の売渡請求によるもの43株、自己端株消却による

もの0.41株であります。

前事業年度（自平成19年１月１日　至平成19年12月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 前期末株式数（株） 当期増加株式数（株） 当期減少株式数（株） 当期末株式数（株）

普通株式 122,129.81 1,723.10 112,482.00 11,370.91

合計 122,129.81 1,723.10 112,482.00 11,370.91

（注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加1,723.10株は、単元未満株式の買取りによるものであります。 

２．普通株式の自己株式の株式数の減少112,482株は、単元未満株式の売渡請求による減少482株、自己株式の処分に

よる減少112,000株によるものであります。
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（リース取引関係）

前中間会計期間
（自　平成19年１月１日
　　至　平成19年６月30日）

当中間会計期間
（自　平成20年１月１日
　　至　平成20年６月30日）

前事業年度
（自　平成19年１月１日
　　至　平成19年12月31日）

　リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引（借主側）

　リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引（借主側）

　リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引（借主側）

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累

計額相当額、減損損失累計額相当額及び

中間期末残高相当額

　

取得価
額相当
額
(千円)

減価償
却累計
額相当
額
(千円)

減損損
失累計
額相当
額
（千円）

中間期
末残高
相当額
(千円)

工具器具

備品
4,391 2,708 1,683 ―

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累

計額相当額、減損損失累計額相当額及び

中間期末残高相当額

　

取得価
額相当
額
(千円)

減価償
却累計
額相当
額
(千円)

減損損
失累計
額相当
額
（千円）

中間期
末残高
相当額
(千円)

工具器具

備品
4,391 2,708 1,683 ―

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累

計額相当額、減損損失累計額相当額及び

期末残高相当額

　

取得価
額相当
額
(千円)

減価償
却累計
額相当
額
(千円)

減損損
失累計
額相当
額
(千円)

期末残
高相当
額
（千円）

工具器具

備品
4,391 2,708 1,683 ―

 (2) 未経過リース料中間期末残高相当額等

 　　未経過リース料中間期末残高相当額

 (2) 未経過リース料中間期末残高相当額等

 　　未経過リース料中間期末残高相当額

(2）未経過リース料期末残高相当額等

未経過リース料期末残高相当額

１年内    902千円

１年超     380千円

　合計       1,282千円

リース資産減損勘定の残高 1,282千円

１年内 380千円

１年超        ―千円

　合計         380千円

リース資産減損勘定の残高 382千円

１年内 833千円　

１年超 ―千円　

　合計 833千円　

リース資産減損勘定の残高 833千円　

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩

額、減価償却費相当額、支払利息相当額及

び減損損失

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩

額、減価償却費相当額、支払利息相当額及

び減損損失

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩

額、減価償却費相当額、支払利息相当額及

び減損損失

支払リース料   458千円

リース資産減損勘定

の取崩額
 445千円

減価償却費相当額    ―千円

支払利息相当額   13千円

減損損失  ―千円

支払リース料   458千円

リース資産減損勘定

の取崩額
  452千円

減価償却費相当額 ―千円

支払利息相当額 5千円

減損損失 ―千円

支払リース料 916千円　

リース資産減損勘定

の取崩額
894千円　

減価償却費相当額 ―千円　

支払利息相当額 22千円　

減損損失 ―千円　

(4）減価償却費相当額の算定方法

―――――――

(4）減価償却費相当額の算定方法

―――――――

(4）減価償却費相当額の算定方法

―――――――

(5）利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相

当額の差額を利息相当額とし、各期への配分

方法については、利息法によっております。

(5）利息相当額の算定方法

　　　　　　　　同左

(5）利息相当額の算定方法

　　　　　　　　同左
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（有価証券関係）

前中間会計期間末（平成19年６月30日現在）

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの

 
中間貸借対照表計上額

（千円）
時価（千円） 差額（千円）

関連会社株式 1,533,730 1,550,538 16,808

当中間会計期間末（平成20年６月30日現在）

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

　

前事業年度末（平成19年12月31日現在）

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

　

（企業結合等関係）

前中間会計期間
（自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日）

当中間会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

１．共通支配下の取引等関係

　中間連結財務諸表の注記事項(企業

結合等関係)に記載しております。

――――――― １．共通支配下の取引等関係

　連結財務諸表の注記事項(企業結合

等関係)に記載しております。
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（１株当たり情報）

　
前中間会計期間

(自　平成19年１月１日
  至　平成19年６月30日)

当中間会計期間
(自　平成20年１月１日
  至　平成20年６月30日)

前事業年度
(自　平成19年１月１日
  至　平成19年12月31日)

１株当たり純資産額      6,170円22銭       6,864円37銭 6,079円42銭

１株当たり中間(当期)純利益　　

金額又は中間純損失金額（△）
     7円42銭     △117円60銭 142円86銭

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益金額

　潜在株式調整後１株当た

り中間純利益金額につい

ては、潜在株式は存在する

ものの希薄化効果を有し

ないため記載しておりま

せん。

　潜在株式調整後１株当た

り中間純利益金額につい

ては、中間純損失が計上さ

れているため記載してお

りません。

　潜在株式調整後１株当た

り当期純利益金額につい

ては、潜在株式は存在する

ものの希薄化効果を有し

ないため記載しておりま

せん。

（注）１株当たり中間(当期)純利益金額又は中間純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前中間会計期間

(自　平成19年１月１日
  至　平成19年６月30日)

当中間会計期間
(自　平成20年１月１日
  至　平成20年６月30日)

前事業年度
(自　平成19年１月１日
  至　平成19年12月31日)

１株当たり中間（当期）純利益

又は中間純損失金額
   

中間(当期)純利益又は

中間純損失（△）（千円）
12,464 △192,944 240,407

普通株主に帰属しない金額

（千円）
― ― ―

普通株式に係る中間(当期）

純利益又は中間純損失（△）

（千円）

12,464 △192,944 240,407

期中平均株式数（株） 1,679,445 1,640,632 1,682,763

希薄化効果を有しないため、

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益金額の算定に含

めなかった潜在株式の概要

　新株予約権４種類（新株

予約権の数113,747個）。

　新株予約権４種類（新株

予約権の数39,168個）。

　新株予約権４種類（新株

予約権の数41,747個）。
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（重要な後発事象）

前中間会計期間
(自　平成19年１月１日
  至　平成19年６月30日)

当中間会計期間
(自　平成20年１月１日
  至　平成20年６月30日)

前事業年度
(自　平成19年１月１日
  至　平成19年12月31日)

────── ──────

　

　

  

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

１．自己株式の取得及び自己株式の公

開買付実施

　当社は、平成20年２月28日開催の取
締役会におきまして、下記の通り自

己株式を取得することを決議致しま

した。

(1) 目的
  当社の資本改善及び株主への利益

の還元、経営環境の変化に対応した

機動的な資本政策を可能にするため

であります。

(2) 取得する株式の種類
　　当社普通株式

(3) 取得する株式の総数
　　600,000株

(4) 買付け等の価格
　　１株につき金2,664円

(5) 株式の取得価額の総額
　　1,598,400,000円 

(6) 取得する期間
　　平成20年２月29日（金曜日）より
    平成20年４月10日（木曜日）まで

(7) その他の事項
  当事業年度においてOak Pacific 
Interactive社のモバイル・サービス・
プロバイダー事業の譲受契約締結に

伴い、同社に対して自己株式の処分

を行いました。当公開買付は、当該事

業譲受の中止・提携解消を契機とし

て実施するものです。　　　

（2）【その他】

該当事項はありません。
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第６【提出会社の参考情報】

　当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

（1）有価証券報告書及びその添付書類

事業年度（第13期）（自平成19年１月１日　至平成19年12月31日）平成20年３月27日関東財務局長に提出

 （2）自己株券買付状況報告書

報告期間（自平成20年２月28日　至平成20年２月29日）平成20年４月３日関東財務局長に提出

 （3）自己株券買付状況報告書

報告期間（自平成20年３月１日　至平成19年３月31日）平成19年４月14日関東財務局長に提出

 （4）自己株券買付状況報告書

報告期間（自平成20年４月１日　至平成20年４月30日）平成20年５月12日関東財務局長に提出

 （5）自己株券買付状況報告書

報告期間（自平成20年５月１日　至平成20年５月31日）平成20年６月12日関東財務局長に提出

 （6）自己株券買付状況報告書

報告期間（自平成20年６月１日　至平成20年６月30日）平成20年７月11日関東財務局長に提出

 （7）自己株券買付状況報告書

報告期間（自平成20年７月１日　至平成20年７月31日）平成20年８月13日関東財務局長に提出

 （8）自己株券買付状況報告書

報告期間（自平成20年８月１日　至平成20年８月31日）平成20年９月12日関東財務局長に提出
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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独立監査人の中間監査報告書

　 　 平成１９年９月１４日

株式会社トライアイズ 　 　 　

　
取 締 役 会　御中
　

　

　 公認会計士桜友共同事務所 　

　 　 　 公認会計士  中市　俊也　　  印

　 　 　 公認会計士  大河原　恵史　  印

　私たちは、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社トライ

アイズの平成19年１月１日から平成19年12月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成19年１月１日から平成19

年６月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動

計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者に

あり、私たちの責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

　私たちは、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、私たちに中間連結財務諸表に

は全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどう

かの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手

続を適用して行われている。私たちは、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を

得たと判断している。

　私たちは、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠

して、株式会社トライアイズ及び連結子会社の平成19年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会

計期間（平成19年１月１日から平成19年６月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を

表示しているものと認める。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

追記情報

　継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、会社は、継続的に営業損失が発生している状況にあり、継続企業の前提

に関する重要な疑義が存在している。当該状況に対する経営計画等は当該注記に記載されている。中間連結財務諸表は

継続企業を前提として作成されており、このような重要な疑義の影響を中間連結財務諸表には反映していない。

　会社と私たちとの間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　　上

　上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途保管し

ております。
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独立監査人の中間監査報告書

　 　 平成２０年９月９日

株式会社トライアイズ 　 　 　

　
取 締 役 会　御中
　

　

　 公認会計士桜友共同事務所 　

　 　 　 公認会計士  中市　俊也　　  印

　 　 　 公認会計士  松渕　敏朗　  　印

　私たちは、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式

会社トライアイズの平成20年１月１日から平成20年12月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成20年１月１日

から平成20年６月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主

資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、私たちの責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

　私たちは、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、私たちに中間連結財務諸表に

は全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどう

かの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手

続を適用して行われている。私たちは、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を

得たと判断している。

　私たちは、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠

して、株式会社トライアイズ及び連結子会社の平成20年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会

計期間（平成20年１月１日から平成20年６月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を

表示しているものと認める。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　追記情報 

　　継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、会社は、継続的に営業損失が発生している状況にあり、継続企業　　

　の前提に関する重要な疑義が存在している。当該状況に対する経営計画等は当該注記に記載されている。中間連結

　財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な疑義の影響を中間連結財務諸表には反映して

　いない。

　会社と私たちとの間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　　上

　上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途保管し

ております。

EDINET提出書類

株式会社トライアイズ(E05183)

半期報告書

67/69



独立監査人の中間監査報告書

　 　 平成１９年９月１４日

株式会社トライアイズ 　 　 　

　
取 締 役 会　御中
　

　

　 公認会計士桜友共同事務所 　

　 　 　 公認会計士  中市　俊也　　  印

　 　 　 公認会計士  大河原　恵史　  印

 　私たちは、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」 に掲げられている株式会社トラ

イアイズの平成19年１月１日から平成19年12月31日までの第13期事業年度の中間会計期間(平成19年１月１日から平成19

年６月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について

中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、私たちの責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意

見を表明することにある。

　私たちは、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、私たちに中間財務諸表には全

体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理

的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用

して行われている。私たちは、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断し

ている。

　私たちは、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、株式

会社トライアイズの平成19年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成19年１月１日から

平成19年６月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　

追記情報

　継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、会社は、継続的に営業損失が発生している状況にあり、継続企業の前提

に関する重要な疑義が存在している。当該状況に対する経営計画等は当該注記に記載されている。中間財務諸表は継続

企業を前提として作成されており、このような重要な疑義の影響を中間財務諸表には反映していない。

　会社と私たちとの間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 以　　上

　上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途保管し

ております。
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独立監査人の中間監査報告書

　 　 平成２０年９月９日

株式会社トライアイズ 　 　 　

　
取 締 役 会　御中
　

　

　 公認会計士桜友共同事務所 　

　 　 　 公認会計士  中市　俊也　　  印

　 　 　 公認会計士  松渕　敏朗　　  印

 　私たちは、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」 に掲げられている株

式会社トライアイズの平成20年１月１日から平成20年12月31日までの第14期事業年度の中間会計期間(平成20年１月１日

から平成20年６月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算

書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、私たちの責任は独立の立場から中間財務諸表

に対する意見を表明することにある。

　私たちは、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、私たちに中間財務諸表には全

体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理

的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用

して行われている。私たちは、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断し

ている。

　私たちは、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、株式

会社トライアイズの平成20年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成20年１月１日から

平成20年６月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　

　追記情報 

　　継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、会社は、継続的に営業損失が発生している状況にあり、継続企業　　

　の前提に関する重要な疑義が存在している。当該状況に対する経営計画等は当該注記に記載されている。中間財務　　

　諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な疑義の影響を中間財務諸表には反映していない。

　会社と私たちとの間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 以　　上

　上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途保管し

ております。
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